
整理番号 １

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局シロジ沢（しろじさわ）

（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、余市郡余市町浜中の海岸沿いの斜面に位置し、直下には町道があ
る。地質は新第三紀層堆石岩・泥岩からなり、風化が著しく、降雨時に落石と崩
土があり、また過去に施工した落石防止網も腐朽が著しく取り替えが必要となっ
ている。

地元余市町からも落石防止対策が求められている。
こうしたことから、山腹斜面からの落石防止を図ることを目的に計画したもの

である。

・主な事業内容 山腹工 0.03ha (丸太積工)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４，３７６ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５４９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７２，７２８ 千円

計 ７３，２７７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１３

評価結果 ・必要性： 現在も少量の落石崩土が続いており、今後の降雨時に拡大する恐れ
があることから、地域住民の民生安定を図るために当該事業の実施が
必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、山腹斜面の安定が図られ、地域住民の民生
安定が図られる。また間伐材等木材の使用が計画されており有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法、で検討されており効率性は認められる。



整理番号 ２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局幌武意（ほろむい）

（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、積丹郡積丹町幌武意の海岸沿いの斜面に位置し、直下には町道、漁
家と漁港がある。

当地区の地質は、新第三紀層堆石岩、泥岩からなり風化が著しく融雪時及び降
雨時に落石があり、たまたま町道が不通になるため地元積丹町から落石・雪崩防
止対策の要望が出ている。

こうしたことから、斜面荒廃地の安定を図り落石防止のため計画したものであ
る。

・主な事業内容 山腹工 0.16ha （落石防止壁）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５４，６５９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４８９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １９７，１７８ 千円

計 １９７，６６７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．６２

評価結果 ・必要性： 融雪時、降雨時に落石崩土が続いており、今後拡大する恐れがある
ことから、地域住民の民生の安定を図るために当該事業の実施が必要
である。

・有効性： 当該事業の実施により、山腹斜面の荒廃地の安定が図られ、地域住
民の民生安定が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 本事業の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、効率性は認められる。



整理番号 ３

事 前 評 価 個 表

事業名 防災林造成（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 小樽 事業実施主体 北海道森林管理局（おたる）
（都道府県名） （北海道） 石狩森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、小樽市の海岸に隣接した防風林であり、海からの強風によって所々
が無立木地となっている。

強風によって舞い上がった飛砂により、更に防風林の裸地化が進む恐れがある
ことから防風垣を設置し防風対策を施し、植栽による回復を図るものである。

・主な事業内容 防風垣 2,000m 新植 1.00ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８，１４９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 ６８，６４８ 千円

災害防止便益 千円

計 ６８，６４８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．７８

評価結果 ・必要性： 裸地化が進行しているため、防風林機能を回復し、地域住民の民生
の安定を図るため当事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、強風による飛砂の防止が図られ、地域住民
の民生安定が図られる。また、間伐材等木材の使用が計画されており
有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で計画されており、効率性は認められる



整理番号 ４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局上一の沢（かみいちのさわ）

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、三笠市東部に位置する桂沢ダムの上流域である。直下に国道４５２
号線がある。

近年の豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食が見られ、渓床内には不安定
土砂と流木等が堆積しており、下流のボックスカルバートを閉塞させている。

このため、渓間工を設置し、渓床に堆積している不安定土砂を抑制し、下流の
保全対象の保全を図るため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１，５３８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，３０４ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４７，６９０ 千円

計 ４９，９９４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．３３

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流に被害を及ぼすことが懸
念されることから、水土保全機能の維持、向上及び下流域の保全のた
めに当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧と渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、国道等保全対象への土砂の流入が防げることから、有
効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効率的かつ経済的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局ポンクルキ支流（ぽんくるきしりゅう）

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、夕張市南部に位置し、下流には林道がある。
近年の豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食が見られ、渓床内に不安定土

砂が堆積しており、今後の豪雨等により土砂が流出して下流の林道に被害を及ぼ
す恐れがあることから、不安定土砂の安定と渓床荒廃地の復旧を図り、下流域の
保全と水土保全機能の維持、向上を図るため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７，６９２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４２０ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２８，６１４ 千円

計 ２９，０３４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．７７

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流に被害を及ぼすことから
水土保全機能の維持、向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、水土保全機能の維持、向上が図られることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効率的かつ経済的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１９年度（２年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局野花南川（のかなんがわ）

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署

事業の概要・目的 当地区は芦別市南部に位置し、下流域には林道、野花南ダムがある。近年の豪
雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食が見られ、渓床内に不安定土砂が堆積し
ており豪雨等により土砂が流出して、下流の林道や野花南ダム放水口に被害を与
えている。

地元からの改善要望もあることから、渓床に堆積している不安定土砂の流出を
抑制し、下流域への被害の改善を図る目的で計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６０，４２９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，７５８ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １１１，２７８ 千円

計 １２１，０３６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．００

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流に被害を及ぼすことから
水土保全機能の維持、向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧と渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、保全対象への土砂の流入が防げることから、有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ経済的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 小平沢 事業実施主体 北海道森林管理局（おびらざわ）

（都道府県名） （北海道） 空知森林管理署 北空知支署

事業の概要・目的 当地区は、幌加内町北部に位置しており、豪雪地域のため融雪時における崩壊
地が上流部に多く見られ、渓床内には不安定土砂が堆積し、豪雨時等には下流の
林道、農作物に被害を与えている。

今後、豪雨時、融雪時に更に渓岸の崩壊が拡大し下流域への被害拡大が懸念さ
れるため、下流域の被害を防止し、渓床の安定を図るため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３６，５３８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，９０１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７３，８０６ 千円

計 ８３，７０７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２９

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば融雪、豪雨の際に土砂が流出し、下流保全対象に被害を及
ぼすことが懸念されることから、水土保全機能の維持、向上を図るた
め当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られる。また間伐材等の使用も考慮されており有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工については、現地の状況に応じ最も効率的かつ効果的な工種
・工法で検討されている、また、費用以上の効果も期待できることか
ら、効率性は認められる。



整理番号 ８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 大岩 事業実施主体 北海道森林管理局（おおいわ）

（都道府県名） （北海道） 胆振東部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、穂別町北部に位置し、道道占冠穂別線から約３００ｍ上流の国有
林境界付近に設置された昭和４５年度施工の鋼製谷止工の直下流である。

既設谷止工は、コンクリート袖部の滑動、変位、鋼製越流部の変形、変位及び
一部鋼材の破断、基礎地盤の洗掘等の変状が確認されており、堤体の倒壊及び堆
積土砂の流出の恐れがあり早急の対策が必要となっている。

このため、当該事業で下流域の道道及び林道への土砂流出等の被害を抑止する
ため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４０，３８５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６１２ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ８８，９４３ 千円

計 ８９，５５５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２２

評価結果 ・必要性： 既設治山施設の現状から安全性は当面しか確保されず放置すれば倒
壊等により堆積した土砂が流出し、下流域に被害を及ぼす恐れがある
ことから、山地災害防止、水源涵養等の観点から当事業を実施する必
要性はある。

・有効性： 当事業の実施により、既設治山施設の保護及び下流域への土砂流出
の抑止が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効
率的な工種、工法が検討されており、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局パンケホロカンベ沢（ぱんけほろかんべざわ）

（都道府県名） （北海道） 胆振東部森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、穂別町東部に位置し、道道占冠穂別線に並行する鵡川（１級河
川）の支流である。

当該流域は、記録的な平成１５年８月の台風１０号（156mm/日）によって、随
所に崩壊が多発し、渓流内の土砂が本流鵡川まで流木混じりで流出し、流域内に
は未だ多量の土砂等が堆積している。特に、上～中流部の不安定土砂（約32,000
㎥）が顕著であり、今後の豪雨等で再び土砂移動により下流域の林道に被害を及
ぼす恐れがある。

こうしたことから、土砂流出による下流域への被害を抑制するため計画したも
のである。

・主な事業内容 渓間工 １４基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９６，６８１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １４０，９６２ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３５７，６７８ 千円

計 ４９８，６４０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 渓床内に堆積している不安定土砂は、今後の豪雨等により流出し、
下流域に被害を及ぼす恐れがあることから、山地災害防止、水源涵養
等から当該事業を実施する必要性がある。

・有効性： 当該事業の実施により、流下堆積している渓床不安定土砂の安定が
図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的かつ効
率的な工種、工法が検討されており、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 １０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１９年度（２年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局川東（かわひがし）

（都道府県名） （北海道） 胆振東部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は穂別町東部に位置し、平成１７年８月の豪雨(69mm/日)により新た
に山腹崩壊が発生した。

当流域は、平成１５年９月の台風１０号(156mm/日)で、下流の農作物や林道に
被害が発生しており、穂別町から事業実施の要望が出されていた。

このため、当該事業により土砂流出（当該山腹崩壊地での土砂生産）を抑制
し、下流域の保全と保安林機能の維持、向上を図るため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３２，００８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，３４３ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７１，０５６ 千円

計 ７７，３９９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４２

評価結果 ・必要性： 平成１５年９月の台風及び平成７年８月の豪雨により発生した山腹
崩壊により渓床内に堆積している土砂は、今後の豪雨等により流出
し、下流域に被害を及ぼす恐れがあることから、山地災害防止、水源
の涵養等の観点からみて、当該事業を実施する必要性は認められる。

・有効性： 当該事業の実施により、下流域への土砂流出の抑制が図られ、水土
保全機能が維持、向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効率
的な工種、工法が検討されており、費用以上の効果も期待できること
から効率性は認められる。



整理番号 １１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 清美の沢 事業実施主体 北海道森林管理局（きよみのさわ）

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は沙流郡日高町千栄に位置し、直下には道央圏と道東圏を結ぶ主要国道
２７４号線がある。この地区は、平成１５年８月の台風１０号（308mm/日）によ
り発生した流下水により土砂が国道を覆い通行を遮断する被害をもたらし、地域
住民の生活に影響を与えた。

既設の谷止上流部の渓床には未だに不安定土砂、流木が堆積し、このまま放置
すれば今後の豪雨等により直下の国道等に被害を及ぼす恐れが大きい。

また、平成１５年の台風１０号に伴う豪雨の発生以降、国道道路管理者等から
対策工の早期設置要望が出されている。

上流部の治山施設の早期概成が必要であり、水土保全機能の維持、向上を図
るため本事業を計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基 （側壁、垂直壁含む）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３０，７６９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５，８１１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７９，４８４ 千円

計 ８５，２９５ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７７

評価結果 ・必要性： 不安定土砂が大量に渓床内に堆積している状況であり、今後の豪雨
等により下流の国道等に被害を及ぼすことが懸念されることから、当
該事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、下流域の保全が図られることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており効率性は認められる。



整理番号 １２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２０年度（３年間）

事業実施地区名 竹の沢 事業実施主体 北海道森林管理局（たけのさわ）

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、沙流郡日高町千栄に位置し、直下には主要国道２７４号線がある。
この地区は、平成１５年８月の台風１０号(308mm/日)により発生した流下水に

より土砂が国道に達し、通行を遮断する被害をもたらした。また、既設の国道保
全施設の上流部には表層崩壊地が見られるとともに、渓床には不安定土砂が大量
に堆積している。このまま放置すれば今後の豪雨等により、崩壊が拡大し直下の
国道へ土砂が流出することが懸念される。

平成１５年の台風被害以降道路管理者等から対策工の早期設置要望が出されて
いる。

こうしたことから、上流部の治山施設の早期概成が必要であることから、本
事業を計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 ２基 （側壁、垂直壁含む）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３，０９５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １０，２１２ 千円

山地保全便益 １９２，３１１ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ２０２，５２３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ８．７７

評価結果 ・必要性： 不安定土砂が大量に渓床内に堆積している状況であり、今後の豪雨
等により下流の国道等に被害を及ぼすことが懸念されることから、国
土保全機能の維持、向上を図るため当該事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、下流域の保全が図られることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており効率性は認められる。



整理番号 １３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２０年度（３年間）

事業実施地区名 樫野の沢 事業実施主体 北海道森林管理局（かしののさわ）

（都道府県名） （北海道） 日高北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は沙流郡平取町岩知志に位置し、直下には民家、漁家、畑等があり、更
に下流には国道２３７号線がある。

この地区は、平成１５年８月の台風１０号(223mm/日)により山腹斜面が崩壊し
多量の土砂が農耕地及び民家の脇まで流出する被害を与えた。

このまま放置すれば、豪雨等により崩壊が拡大し直下の民家等へ土砂が流出す
ることが懸念される。

平成１５年８月の台風に伴う豪雨の発生以降地域住民から早期復旧の要望が出
されている。

こうしたことから、上流部の治山施設の早期概成が必要であり、水土保全機
能の維持、向上を図るため計画するものである。

・主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０，８１３ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，５５６ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４８，３５４ 千円

計 ５０，９１０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４５

評価結果 ・必要性： 不安定土砂が大量に渓床内に堆積している状況であり、今後の豪雨
等により下流の農家、農耕地等に被害を及ぼすことが懸念されること
から、当該事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、下流域の保全が図られることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており効率性は認められる。



整理番号 １４

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局ウエンテシカン川（うえんてしかんがわ）

（都道府県名） （北海道） 日高南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、沙流郡門別町北部に位置し、下流域には町道、林道、人家、学校等
があり国土保全上重要な地域である。

当地区の七沢越二の沢・三の沢・五の沢・七の沢の各沢は、平成１５年８月の
台風１０号(177mm/日)により、大規模な山腹崩壊が多数発生し、多量の土砂と流
木が流出して下流の町道等に被害を与えた。

不安定土砂は広範囲にわたって渓床に厚く堆積しており、今後の豪雨、融雪時
に下流域に被害を与える恐れがある。

崩壊地は地理的条件が厳しい奥地であり、露岩状でかつ崩壊規模が大きいので
山腹工に着手することは施工性の観点から困難となっている。このため、渓間工
を優先して流出土砂対策にあたり、水土保全機能の向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 ８基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９４，１５０ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５６８，８５９ 千円

計 ５６８，８５９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９３

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが
懸念されることから、水土保全機能の維持、向上のために当事業の実
施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、水土保全機能の維持、向上されることから有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 １５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～１９年度（２年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局コリバシナイ沢（こりばしないざわ）

（都道府県名） （北海道） 日高南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、新冠郡新冠町北部に位置し、下流域には発電施設、町道、林道等が
あり国土保全上重要な地域であるが、平成１５年８月の台風１０号(173mm/日)に
より山腹崩壊が発生し、多量の土砂と流木が流出して下流の林道に被害を与え
た。

不安定土砂は広範囲にわたって渓床に厚く堆積し、２基の既設渓間工（S51,61
年度施工）は埋没寸前であり、今後の豪雨、融雪時等には下流域に被害を与える
恐れがある。

崩壊地は地理的条件が厳しい奥地であり、露岩状でかつ崩壊規模が大きいの
で、山腹工に着手することは施工性の観点から困難なため、渓間工を優先施工
し、水土保全機能の向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５，９４３ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １８，９１５ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３５，７６８ 千円

計 ５４，６８３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１１

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが
懸念されることから、水土保全機能の維持、向上のために当事業の実
施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、水土保全機能の維持、向上されることから有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 １６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局小野寺の沢（おのでらのさわ）

（都道府県名） （北海道） 日高南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、新冠郡新冠町西部に位置し、下流域には人家、町道、農地等があり
国土保全上重要な地域であるが、平成１５年８月の台風１０号(173mm/日)により
山腹崩壊が発生し、多量の土砂と流木が流出して下流の町道に被害を与えた。

不安定土砂は広範囲にわたって渓床に厚く堆積しており、今後の豪雨、融雪時
には下流に再び被害を与える恐れがある。

また、崩壊地は地理的条件が厳しい箇所であり、山腹工の施工が困難な地域で
あるため、渓間工を優先して土砂流出防止対策を実施し、水土保全機能の向上を
図るものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１，０５８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，４９３ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２９，０９１ 千円

計 ３０，５８４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７７

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが
懸念されることから、水土保全機能の維持、向上のために当事業の実
施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂の
安定が図られ、水土保全機能の維持、向上されることから有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 １７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 愛犬沢（あいぬさわ） 事業実施主体 北海道森林管理局
（都道府県名） （北海道） 留萌北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、苫前郡羽幌町の南東に位置し、下流には林道がある。
当該箇所は、渓流の流路に面する山腹斜面下部に崩壊地及び崩壊跡地が連続

し、これら崩壊地からの崩落土砂が渓流内に堆積している。今後の豪雨時や融雪
時に堆積土砂が流下する恐れがあるとともに、地形・地質条件を考慮すると、今
後山腹斜面に新たな崩壊が発生する危険性が高いことから、不安定土砂の移動防
止、渓岸浸食を防止して山脚部を固定することを目的とした谷止工を計画したも
のである。

・主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７，０１９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２１，６４０ 千円

山地保全便益 ３７，７２８ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ５９，３６８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．４９

評価結果 ・必要性： 豪雨及び融雪による土砂流出の状況から、放置すれば今後の融雪・
豪雨等により土砂の流出が懸念されることから、本事業は必要であ
る。

・有効性： 当該事業の実施により、渓流に堆積する不安定土砂の流出防止を図
ることができ、水土保全機能が維持・向上される。また、施工に当た
り間伐材等の木材使用の計画もあり有効性が認められる。

・効率性： 対策工については、現地の状況に応じ最も効率的かつ効果的な工種
・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できることか
ら、効率性は認められる。



整理番号 １８

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局２０８５林班沢 （2085りんぱんさわ）

（都道府県名） （北海道） 留萌南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、苫前町古丹別地区の南東に位置し、下流には町道及び農地がある。
当該渓流内には山腹崩壊の兆しがあり、今後の豪雨等により山腹崩壊が拡大

し、崩落した土砂が渓流内に流出し、下流の町道に被害を与える恐れがあるた
め、山腹崩壊の予防と渓岸浸食の防止のため計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３，４６２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５１９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３８，７８８ 千円

計 ３９，３０７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９２

評価結果 ・必要性： 渓流内の荒廃状況から、放置すれば渓岸浸食の拡大や土砂の流出が
懸念されることから、町道の保全及び水土保全機能の維持、向上のた
め当事業の実施が必要である。

・有効性： 本事業の実施により、土砂の流出防止を図ることができ、水土保全
機能が維持・向上される。また、施工に当たり間伐材等の木材使用も
計画されており、有効性は認められる。

・効率性： 当事業の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 １９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局左の沢（ひだりのさわ）

（都道府県名） （北海道） 上川北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は士別市朝日町の南東に位置し、下流域には道道、町道があり国土保全
上重要な地域であるが、近年の豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食が見ら
れ、渓床内には随所に不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨や融雪等により土
砂が流出して下流域に被害を及ぼす恐れがある。

このため、治山事業の実施により渓床荒廃地の復旧整備をすることにより、町
道の保全及び水土保全機能の維持・向上を図るため計画するものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２，１１５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５，１７９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４８，４８５ 千円

計 ５３，６６４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４３

・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
評価結果 放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが

懸念されることから、水土保全機能の維持・向上のために当事業の実
施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する不安定土砂の安定及び流出の
抑制が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ２０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 富士見 事業実施主体 北海道森林管理局（ふじみ）
（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、稚内市ノシャップ岬から南方の日本海に面した位置にあり、浸
透水性（浅層型）崩壊地で、山腹斜面、渓流勾配も急峻で崩壊した土砂が下流の
道道まで流出している。今後の降雨等により崩壊地が更に拡大し、崩壊した土砂
が下流に流出して被害を与える恐れがあることから、山腹崩壊の防止、渓床勾配
の緩和を目的に渓間工、山腹工を計画して、崩壊地の復旧整備を実施することに
より、水土保全機能の維持・向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 １基 山腹工 2,300㎡

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７，９８１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，５１０ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５８，０２３ 千円

計 ６６，５３３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３８

評価結果 ・必要性： 融雪及び豪雨による土砂流出の状況から、放置すれば直下の道道等
への被害が懸念されることから、地域住民の民生の安定を図るために
も当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により山腹荒廃地の復旧及び土砂流出防止を図ること
ができ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効
率的な工種・工法で検討されている。また、施工内容から費用以上に
効果が期待できることから、効率性は認められる。



整理番号 ２１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 尾内沢 事業実施主体 北海道森林管理局（おないさわ）
（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、利尻島鴛泊市街地の東部に位置し、昭和３０年代に施工された古
い谷止めが老朽化し崩れ落ちそうな状態となっている。更に上層部の崩壊地から
は豪雨時に土砂が流出し道道を閉塞する災害も発生し、今後の土砂流出時に道道
及び浅海漁場への土砂流出被害も懸念されることから、地元利尻富士町からも保
安施設の設置要望が出されている。

このことから、山腹崩壊地の拡大及び土砂の流出を防止することを目的に渓間
工及び山腹工を計画し、崩壊地の復旧整備を実施することで、水土保全機能の維
持・向上を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 １基 山腹工 200㎡

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７，８８５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５１９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ６９，６２８ 千円

計 ７０，１４７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５２

評価結果 ・必要性： 既設谷止工の老朽化した状態を放置すれば、島唯一の主要幹線道路
である道道や、浅海漁場への土砂流出被害が懸念されること、地元利
尻富士町からも保安施設の設置要望がされていることから、当事業の
実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により既設谷止工の安定が図られることから、事業の有
効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効
率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上に効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ２２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２０年度（３年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局宇遠内（うえんない）
（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、礼文島の西海岸に位置し、一帯が岸錐地形で過去に落石防止網を
施工しているが、平成１７年に未施工地から落石があり、直下の人家、漁家を直
撃する被害が発生した。また、冬期には雪崩もたびたび発生している。

このため、落石や雪崩の防止を目的に山腹工を計画し、山腹荒廃地の復旧を図
るものである。

・主な事業内容 山腹工 2,500㎡
40基 （雪崩防止柵）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８，４０７ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，２０６ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ９９，５６０ 千円

計 １００，７６６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６２

評価結果 ・必要性： 一帯が岸錐地形でこれまでも落石の発生があり、放置すれば今後の
融雪、降雨等により落石が発生し直下の人家、漁家への被害が懸念さ
れることから、本事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により山腹荒廃地の安定が図られ、落石、雪崩が防止で
きることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効
率歴な工種、工法で検討されており効率性は認められる。



整理番号 ２３

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局ヤムナイ沢（やむないさわ）

（都道府県名） （北海道） 宗谷森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、利尻山を頂点とする島東部の扇状地で、源頭部には火山に起因す
る広大な特殊崩壊地を擁し、土砂生産活動が活発なため治山工事が実施されてき
たところである。

平成１６年９月の台風１８号（73mm/日）で土石流が発生し、民有林内へ土砂
が流出し市街地に達した。渓床内には現在も不安定土砂が大量に堆積しており、
流域内全体に被害を与えた土石流に対し、下流域の鬼脇市街地への被害を最小限
にするため、国有林と民有林が一体となって流域全体の整備を図るものである。

・主な事業内容 渓間工 １０基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０７，５７０ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２，３３５，１６２ 千円

計 ２，３３５，１６２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １１．２５

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果 ・必要性： 崩壊地からの土砂生産及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、
異常気象時には下流に被害を与える恐れがあること、地元からも水源
地帯である同地区の保安林機能の発揮が期待されており、下流域の保
全等のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により下流域の保全等が図られる。また、間伐材等木材
使用の計画もされており、事業の有効性は認められる。

・効率性： 本事業の計画に当たっては、事業地の実態に応じた最も効果的かつ
効率的な工種、工法で検討されており、また、費用以上に効果も期待
できることから効率性は認められる。



整理番号 ２４

事 前 評 価 個 表

事業名 保安林整備促進（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局石狩川源流（いしかりがわげんりゅう）

（都道府県名） （北海道） 上川中部森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、北海道内各市町村を流下し水源を供給する石狩川の源流部に位置
し、直下流部には、旭川市と帯広市を結ぶ大動脈である国道273号線がある。

当地区は北海道特有の寒冷・多雪等の厳しい気象条件が重なり荒廃森林が見ら
れ、通常の施業では十分な森林造成が困難な地区であることから、育成複層林施
業の導入等、植栽、保育を重点的に計画したものである。

また、沢沿いには渓岸浸食が点在しており不安定土砂が堆積しているので、渓
間工を計画するものである。

・主な事業内容 植栽工 47ha
複層林造成 67ha 保育（下刈）280ha
作業道新設 4,500m
渓間工 3基 山腹工 0.05ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９９，４７０ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５６７，５２３ 千円

山地保全便益 ９５０，９４０ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 １，５１８，４６３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．６１

評価結果 ・必要性： 厳しい気象条件により疎林化し、笹で覆われ成林することが困難な
森林が見受けられる。このことから、水源の確保・森林景観の維持等
公益的機能・水土保全機能の維持向上を図るため当該事業の実施が必
要である。

・有効性： 当該事業の実施により、疎林部の解消・荒廃地の復旧・不安定土砂
の安定が図られ、公益的機能・水土保全機能が維持向上される。ま
た、事業実施に当たり、間伐材等木材の使用が計画されており事業の
有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に即した植栽工など最も効果的か
つ効率的な工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期
待できることから、効率性は認められる。



整理番号 ２５

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全対策（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局尻岸馬内川（しりきしうまないがわ）

（都道府県名） （北海道） 上川南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、富良野市西部、空知川支流に位置し下流には林道がある。
地質は火山性岩石や砂岩・礫岩・泥岩からなり平成１３年度の集中豪雨によ

り奥地に崩壊地が発生し多量の不安定土砂が堆積した。
このため、渓床の不安定土砂の流出防止と渓流の荒廃防止を目的に実施する

ものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １８，２６９ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，０４３ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４２，９２１ 千円

計 ４４，９６４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４６

評価結果 ・必要性： 融雪及び豪雨による土砂流出の状況から、放置をすれば土砂流出被
害拡大が懸念されることから、下流の林道の保全等、保安林機能の発
揮のため本事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により渓床の安定と土砂流出防止が図ることができ
水土保全機能が維持・向上されることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の実態に応じた最も効果的かつ効
率的な工種・工法で検討されている。また、費用以上に効果も期待で
きることから効率性は認められる。



整理番号 ２６

事 前 評 価 個 表

平成１８年度～平成２０年度（３年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局天幕沢（てんまくざわ）

（都道府県名） （北海道） 網走西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、紋別郡遠軽町西部に位置し、下流域には旧丸瀬布町市街及び取水施
設、道道、農耕地等及び林道があり国土保全上重要な地域である。

平成１６年の大雪及び融雪時の影響で渓岸浸食及び土砂流出により渓床内に不
安定土砂が堆積しており、今後の豪雨等により土砂が流出し下流の林道等に被害
を及ぼす恐れがあるため事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓間工２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２７，７５１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １１，５２３ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７１，５３６ 千円

計 ８３，０５９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．９９

評価結果 ・必要性： 平成１６年の大雪に起因する不安定土砂が渓床内に厚く堆積し、今
後の豪雨、融雪時に下流域に被害を与える恐れがあるため、当事業の
実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が維持・向上するとともに、下流域の保全が図られることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 当該事業の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的かつ
効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待
できることから効率性は認められる。



整理番号 ２７

事 前 評 価 個 表

平成１８年度～平成２０年度（３年間）事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局ペンケ沢（ぺんけさわ）

（都道府県名） （北海道） 網走西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、紋別郡遠軽町南西部に位置し、下流域は旧白滝村支湧別地区で、こ
こを通る道道、農耕地及び林道があり、国土保全上重要な地域である。

平成１０年の台風及び融雪の影響で渓岸浸食及び土砂流出があり、渓床内に不
安定土砂が堆積しており、今後の豪雨、融雪等により土砂が流出し下流域の林道
等に被害を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工を実施し土砂の流出防止と渓床の安定を図るものである。

・主な事業内容 渓間工５基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７７，４８８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３７，９４９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １６０，９５５ 千円

計 １９８，９０４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５７

評価結果 ・必要性： 平成１０年の台風に起因する不安定土砂が渓床内に厚く堆積し、今
後の豪雨、融雪時に下流域に被害を与える恐れがあるため、当事業の
実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が維持・向上するとともに、下流域の保全が図られることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 当該事業の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的かつ
効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待
できることから効率性は認められる。



整理番号 ２８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局二十四線沢（２４せんざわ）

（都道府県名） （北海道） 網走西部森林管理署 西紋別支署

事業の概要・目的 当該箇所は網走支庁滝上町の南西部に位置し渚滑川上流の右岸川に流入するオ
シラネップ川の流域にある。

当地区は、平成１３年９月の台風１５号（74mm/日連続３日）により、渓岸浸
食及び崩壊地が拡大し、土砂が流出し下流の林道に被害を与えた。このまま放置
すれば今後の豪雨時等に更に渓岸浸食、崩壊地拡大により下流域に被害を及ぼす
恐れが大きいことから、渓岸浸食防止及び不安定土砂の抑止を図るため本工事を
計画したものである。

（コンクリー谷止４基・木製谷止工５基）・主な事業内容 渓間工 ９基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７６，１７５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３２，７７８ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １６０，９５５ 千円

計 １９３，７３３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食、山腹崩壊の状況からこのまま放置すれば、今後の豪雨時
及び融雪時に土砂の流出が懸念されることから、本事業は必要であ
る。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、下流の保全が図られることから有効性
は認められる。

・効率性： 当該事業の計画に当たっては、間伐材を利用した、木製谷止め工を
計画する等、自然景観への配慮とともに、現地に応じた最も効果的か
つ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期
待できることから、効率性は認められる。



整理番号 ２９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２０年度（３年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局武華岳の沢（むかだけのさわ）

（都道府県名） （北海道） 網走中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、網走支庁管内留辺蘂町の南西端に位置し、区域内に民有地（鉱業施
設）が介在しているととに下流域には人家、農地、国道３９号線があり、国土保
全上重要な地域である。

これまでの、集中豪雨等により渓岸浸食や山腹崩壊が見られ、渓床内には不安
定土砂が堆積しており今後の豪雨等により不安定土砂が流出し下流域の国道に被
害を及ぼす恐れがあることから施工するものである。

・主な事業内容 渓間工２基 流路工１３０ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６３，６９５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，０８１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １５８，９６８ 千円

計 １６５，０４９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５９

評価結果 ・必要性： 降雨等により渓岸浸食や山腹崩壊が広がっており、このまま放置す
れば今後の豪雨、融雪等により土砂の流出が懸念されることから、水
土保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、不安定土砂の安定が図られ、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効率的かつ効
果的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待で
きることから、効率性は認められる。



整理番号 ３０

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局影の沢（かげのさわ）
（都道府県名） （北海道） 網走中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、佐呂間町南西部に位置し、下流域には道道、人家等及び林道があり
国土保全上重要な地域である。

渓床内は比較的安定した地区であったが、近年の豪雨等により渓岸の浸食が見
られ、渓床内には不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨等により土砂が流出し
て下流域の林道に被害を及ぼす恐れがあることから計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９，６１５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，４２２ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３５，７６８ 千円

計 ４２，１９０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．３９

評価結果 ・必要性： 豪雨等により、不安定土砂が渓床内に堆積していることから、今後
の増水時に下流の保全対象に被害を与える恐れがあるため、当事業の
必要性はある。

・有効性： 当事業の実施により、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・
向上されることから有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局金山川（かなやまがわ）

（都道府県名） （北海道） 網走南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、斜里郡斜里町の知床半島の付け根に位置し、下流には斜里町ウトロ
市街地及び知床半島の住民生活・経済を支える国道３３４号線があり国土保全上
重要な地域である。

当該地域は地滑り性崩壊により荒廃し、渓床内には多量の不安定土砂が堆積し
ている。今後の豪雨、融雪により不安定土砂が流出し下流域に被害を及ぼすこと
が懸念されるため本事業を計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 ５基 （護岸工 １基）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７０，７３０ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，６２９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １５８，９６８ 千円

計 １６７，５９７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３７

評価結果 ・必要性： 地滑り性崩壊により渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
このまま放置すれば、豪雨、融雪時に下流へ被害を及ぼす可能性が高
いことから、本事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、山腹の荒廃地が安定され地域住民の民生安
定が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されている。また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局右股４号川（みぎまた４ごうがわ）

（都道府県名） （北海道） 根釧西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、白糠郡白糠町北部に位置し、平成１５年８月の台風(123mm/日)によ
って各所に山腹崩壊地が発生し渓床に多量の崩壊土砂が堆積した。このまま放置
すれば今後の融雪及び豪雨により崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出により下流
の林道に被害を与える恐れがあることから、渓床を安定させ崩壊地の拡大を防止
するため、本事業を計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３５，５７７ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２１，９２７ 千円

山地保全便益 ４５６，８４７ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 ４７８，７７４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １３．４６

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓岸浸食、渓床の不安定土砂の堆積状況から、この
まま放置すれば融雪、豪雨時において土砂が流出し、下流域に被害を
及ぼすことが懸念されることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や不安定土砂の安定が図られ、
水土保全機能の維持、向上が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 当事業の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局チロッペ川支流（ちろっぺかわしりゅう）

（都道府県名） （北海道） 根釧西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は釧路市阿寒町南部に位置し、平成１５年８月の台風(136mm/日)によっ
て随所に山腹崩壊が発生したため、渓床に多量の不安定土砂が堆積した。このま
ま放置すれば今後の融雪及び豪雨により崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出によ
り下流の町道に被害を与える恐れがあることから実施するものである。

・主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４１，８２７ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７，４４３ 千円

山地保全便益 １４４，４５１ 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 １５１，８９４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．６３

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地及び渓岸浸食、渓床の不安定土砂の堆積状況から、この
まま放置すれば融雪、豪雨時において土砂が流出し、下流域に被害を
及ぼすことが懸念されることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や不安定土砂の安定が図られ、
水土保全機能の維持、向上が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 当事業の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局成田の沢（なりたのさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、足寄郡足寄町東部に位置し、過去の台風、集中豪雨等により山腹の
崩壊及び渓岸の浸食が発生し、渓床に多量の不安定土砂が堆積している。

当地区は、古第三紀層砂岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の降雨、融雪
等により、山腹の崩壊及び渓岸の浸食が更に進行し、渓床内の不安定土砂が流出
して下流域の国道に被害を与える恐れがある。このため、山腹工及び渓間工を実
施して土砂の流出防止及び荒廃地の復旧を図るものである。

・主な事業内容 山腹工 １箇所
渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２４，０３８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４，５７３ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ６３，５８７ 千円

計 ６８，１６０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８４

評価結果 ・必要性： 渓床に多量の不安定土砂が堆積している状況から、放置すれば今後
の降雨、融雪等により土砂が流出し下流域に被害を与える恐れがある
ことから、水土保全機能の維持向上のため当事業の実施が必要であ
る。

・有効性： 当該事業の実施により、荒廃地の復旧及び渓床に堆積する不安定土
砂の安定が図られ、水土保全機能が維持、向上される。また、間伐材
等の木材の使用も計画されており、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用対効果分析の結果からも十
分な効果が期待されることから効率性は認められる。



整理番号 ３５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局クオベツ四の沢（くおべつ４のさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、足寄郡足寄町東部に位置し、過去の台風、集中豪雨等により山腹の
崩壊及び渓岸の浸食が発生し、渓床に多量の不安定土砂が堆積している。

この地区は、中生層粗粒砂岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の降雨、融
雪等により、山腹の崩壊及び渓岸の浸食が進行し、渓床内の不安定土砂が流出し
て下流域の林道に被害を与える恐れがあるため、土砂の流出防止及び荒廃地の復
旧を図るため実施するものである。

・主な事業内容 渓間工２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３０，２８８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １０，２５４ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７１，５３６ 千円

計 ８１，７９０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７０

評価結果 ・必要性： 山腹の崩壊及び渓岸の浸食が発生し、渓床に大量の不安定土砂が堆
積している状況から、放置すれば今後の降雨、融雪等により土砂が流
出し林道に被害を与える恐れがあることから、水土保全機能の維持向
上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、荒廃地の復旧及び渓床に堆積する不安定土
砂の安定が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用対効果分析の結果からも十
分な効果が期待されることから効率性は認められる。



整理番号 ３６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局三股沢（みつまたざわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、中川郡本別町北東部に位置し、過去の台風、集中豪雨等により山腹
の崩壊及び渓岸の浸食が発生し、渓床に多量の不安定土砂が堆積している。

この地区は、古代三紀層砂岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の降雨、融
雪等により、山腹の崩壊及び渓岸の浸食が進行し、渓床内の不安定土砂が流出し
て下流域の林道に被害を与える恐れがあるため、土砂の流出防止及び荒廃地の復
旧を図るため実施するものである。

・主な事業内容 渓間工２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，２６８ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ５３，６５２ 千円

計 ５９，９２０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１２

評価結果 ・必要性： 渓床に大量の不安定土砂が堆積している状況から、放置すれば今後
の降雨、融雪等により土砂が流出し林道に被害を与える恐れがあるこ
とから、水土保全機能の維持向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、荒廃地の復旧及び渓床に堆積する不安定土
砂の安定が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用対効果分析の結果からも十
分な効果が期待されることから効率性は認められる。



整理番号 ３７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局胡桃の沢（くるみのさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、中川郡本別町北東部に位置し、過去の台風、集中豪雨等により山腹
の崩壊及び渓岸の浸食が発生し、渓床に多量の不安定土砂が堆積している。

この地区は、溶結凝灰岩を基岩とする脆弱な地質であり、今後の降雨、融雪等
により、山腹の崩壊及び渓岸の浸食が進行し、渓床内の不安定土砂が流出して下
流域の林道に被害を与える恐れがあるため、土砂の流出防止及び荒廃地の復旧を
図るため実施するものである。

・主な事業内容 渓間工２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９，１３５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６０２ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２８，６１４ 千円

計 ２９，２１６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２０

評価結果 ・必要性： 渓床に大量の不安定土砂が堆積している状況から、放置すれば今後
の降雨、融雪等により土砂が流出し林道に被害を与える恐れがあるこ
とから、水土保全機能の維持向上のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、荒廃地の復旧及び渓床に堆積する不安定土
砂の安定が図られ、水土保全機能が維持、向上されることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用対効果分析の結果からも十
分な効果が期待されることから効率性は認められる。



整理番号 ３８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局山本の沢（やまもとのさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は広尾町南西部に位置し、下流域には十勝支庁と日高支庁を結ぶ国道３
３６号があり国土保全上重要な地域である。

当該箇所は、永年の豪雨等により渓岸の浸食、山腹崩壊が発生し渓床には不安
定土砂が堆積しており、今後の豪雨等により土砂が流出して下流に被害を及ぼす
恐れがあることから、渓床の安定を図るため当事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５，３８５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７４１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４７，６９０ 千円

計 ４８，４３１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１５

評価結果 ・必要性： 融雪期や大雨時に土砂が流出している状況であり、今後の降雨等に
より国道等に被害を与える恐れがあるため、当該事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、農地等の保全が図られることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ３９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局宝浜１の沢（たからのはま１のさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は広尾町南西部に位置し、下流域には国道３３６号、船着き場があり国
土保全上重要な地域である。

当該箇所はこれまでの豪雨等により渓岸の浸食、山腹崩壊が発生し渓床には不
安定土砂が堆積しており、今後更に豪雨等があれば不安定土砂が下流に流出し国
道に被害を及ぼす恐れがあるため実施するものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４，７１２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７５６ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４７，６９０ 千円

計 ４８，４４６ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２９

評価結果 ・必要性： 融雪期や大雨時に土砂が流出している状況であり、今後の降雨等に
より国道等に被害を与える恐れがあるため、当該事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、農地等の保全が図られることから有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ４０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局大全管理沢（たいぜんかんりざわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は大樹町南部に位置し、下流域には林道がある。
周辺森林は、カムイコタン自然観察休養林で「遊々の森」の設定もされてお

り、国土保全とあわせてレク森等地域住民の重要な地域となっている。
当該地域は、これまでの豪雨等により山腹斜面の崩壊や渓岸の浸食箇所が多

数見られ、渓床内には不安定土砂が堆積している。
今後の豪雨、融雪時等に崩壊地の拡大、土砂の流出により直下の保安林管理

道及び下流域に被害を及ぼす恐れがあるため実施するものである。

・主な事業内容 渓間工 １基 山腹工０．０４ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０，１９２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７０１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ４２，９２１ 千円

計 ４３，６２２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１６

評価結果 ・必要性： 融雪期や大雨時に土砂が流出している状況であり、今後の降雨等に
より下流域に被害を与える恐れがあるため、当該事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、農地等の保全が図られる。また、計画
に当たり間伐材等木材使用の計画もあり有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ４１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局ペンケナイ中の沢（ぺんけないなかのさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は大樹町南部に位置し、直下には林道、更にその下流域には人家、道
道、農地等がある。

また、パンケナイ・ペンケナイ地区は大樹町と森林整備協定もされており国土
保全上重要な地域である。

当該地域は、これまでの豪雨等により渓岸の浸食、山腹斜面の崩壊が発生し渓
床には多量の不安定土砂が堆積している。今後の豪雨、融雪等により不安定土砂
が流出し、下流域の林道に被害を及ぼす恐れがあることから実施するものであ
る。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３，０７７ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，５５０ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ７１，７９０ 千円

計 ７５，３４０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２６

評価結果 ・必要性： 融雪期や大雨時に土砂が流出している状況であり、今後の降雨等に
より林道等に被害を与える恐れがあるため、当該事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 当該事業の実施により、堆積する不安定土砂の安定が図られ、水土
保全機能が向上するとともに、下流の保全が図られることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから効率性は認められる。



整理番号 ４２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１９年度（２年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局糠平温泉（ぬかびらおんせん）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署東大雪支署

事業の概要・目的 当地区は河東郡上士幌町北部に位置し、周辺の糠平湖畔や糠平スキー場等のレ
クリエーション施設にはたくさんの観光客が訪れ、施工予定箇所直下の糠平温泉
に宿泊する人も少なくない。

平成１７年の台風１４号により渓床に不安定土砂が堆積しており、今後の豪雨
等により土砂が流出し、下流の町道に被害を及ぼす恐れがある。

このため、渓床を安定させ不安定土砂の流出を抑制するため本事業を計画した
ものである。

・主な事業内容 渓間工 １基
流路工 ３０ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０，１９２ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，１１６ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３８，７８８ 千円

計 ４１，９０４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０８

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂が流出し、下流域に被害を及ぼすことが
懸念されることから、水土保全機能の維持、向上のため当事業の実施
が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂が
安定し、水土保全機能が維持、向上する。また計画に当たり間伐材等
の木材使用の計画もあり有効性は認められる

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ４３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局幌加二の沢（ほろか２のさわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署東大雪支署

事業の概要・目的 当地区は上士幌町北部に位置し、下流には発電施設の調整池がありそこに直接
注ぐ沢である。

調整池には数本の支流が流入しており、発電所では発電に支障をきたさないよ
うに毎年土砂を浚渫している。

当支流は河川幅が広く水量が多いため流れが安定していないことから、渓岸浸
食が激しく、河川内に多くの倒木や土砂が下流の林道等に直接被害を与える恐れ
がある。

このため、当事業を実施し、倒木や土砂が下流へ流出しないように流れを安定
させ林地保全を図るために本事業を実施するものである。

・主な事業内容 渓間工 ８基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９０，８１６ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １９，９９１ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １６８，１０９ 千円

計 １８８，１００ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０７

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂流出し、下流域に被害を及ぼすことが懸
念されることから、水土保全機能の維持、向上のために当事業の実施
が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂が
安定し、水土保全機能が維持、向上することから有効性は認められる

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ４４

事 前 評 価 個 表

事業名 （国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策

事業実施地区名 事業実施主体 北海道森林管理局太田川（おおたがわ）

（都道府県名） （北海道） 十勝西部森林管理署東大雪支署

事業の概要・目的 当地区は上川郡新得町北部に位置し、下流域には人家、道道、農地等及び林道
があり、水源かん養及び国土保全上重要な地域である。

近年の豪雨等により渓岸浸食が見られ、渓床内には不安定土砂が堆積してお
り、今後の豪雨等により土砂が流出して下流域の林道に被害を及ぼす恐れがあ
る。

また、上流域には荒廃した人工林が存在する。

・主な事業内容 渓間工 １基
除伐 10ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２４，０３８ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １６，９２４ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ３５，７６８ 千円

計 ５２，６９２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１９

評価結果 ・必要性： 渓岸の崩壊や浸食、渓床内に堆積している不安定土砂の状況から、
放置すれば豪雨等の際に土砂流出し、下流域に被害を及ぼすことが懸
念されることから、水土保全機能の維持、向上のために当事業の実施
が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、荒廃地の復旧や渓床に堆積する不安定土砂が
安定し、水土保全機能が維持、向上することから有効性は認められる

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法で検討されており、また、費用以上の効果も期待できるこ
とから、効率性は認められる。



整理番号 ４５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 小田西（おだにし） 事業実施主体 北海道森林管理局
（都道府県名） （北海道） 後志森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は島牧村南部に位置し、地すべり地や崩壊地が多数分布しており、地
すべり末端部が流下する小田西川は日本海へ注ぐ荒廃の進んだ河川である。

平成１２年度から地すべり対策工を施工した箇所であるが、平成１６年９月の
降雨(52mm/日)を起因とする地すべり性の崩壊が更に発生した。このため、今後
の豪雨等により地すべり発生が懸念されるため、下流域の既治山施設の保全を図
り、沿岸漁業への影響等を防止し、更に国道を保全するため斜面崩壊地の安定を
図る本工事を計画したものである。

・主な事業内容 山腹工 0.20ha(矢板土留工48m・水路工225m)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８１，７３１ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４９９ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２２２，２８１ 千円

計 ２２２，７８０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７３

評価結果 ・必要性： 山腹斜面の崩壊を、放置すれば既設治山施設の破壊、下流域沿岸
漁業への影響及び下流の国道の保全など保安林機能の発揮のため当事
業の実施は必要である。

・有効性： 事業実施により山腹斜面の安定対策を実施することにより、下流域
の保全等が図られることから事業の有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種、工法が検討されており効率性が認められる。



整理番号 ４６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 神威脇 事業実施主体 北海道森林管理局（かむいわき）
（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は奥尻島の道道奥尻島線沿いに位置し、海岸段丘斜面の急傾斜地で新
第三紀層の風化した転石が点在している。

また、本施行地は一部既成しているダムが満砂状態で埋没しており、上流部
には不安定な土砂が堆積している状況である。

直下には奥尻島周囲を一週する道道があり、今後の降雨等により不安定な転
石が落下する恐れと、不安定土砂が流出する恐れがあることから本事業を計画し
たものである。

・主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 １箇所 （落石防止網工）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４０，３８５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，６６５ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ８７，０３５ 千円

計 ９５，７００ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３７

評価結果 ・必要性： 山腹斜面に不安定な状態での転石及び渓床には不安定土砂が堆積し
ており、放置すれば直下の道道等に被害を与える恐れがあることか
ら、下流域の保全など保安林機能の発揮のため当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業実施により山腹斜面からの落石対策及び土砂流出防止対策を実
施することにより、下流域の保全が図られる。また間伐材等木材使用
も計画されており事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており効率性が認められる。



整理番号 ４７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 長浜 事業実施主体 北海道森林管理局（ながはま）

（都道府県名） （北海道） 檜山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、奥尻島の道道奥尻島線沿いに位置し、海岸段丘斜面の急傾斜地で流
水は少ない小渓流であるが、これまでの降雨の度に渓岸部の崩壊地から土砂が流
出し渓床内に堆積している状況である。

当該地の直下には奥尻島を一週する幹線の道道がある。
今後の降雨等により不安定土砂が流出し道道に被害が及ぶ恐れがあることか

ら、島民の民生安定のため当事業を計画したものである。

・主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９，１３５ 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １，４８０ 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２９，０１２ 千円

計 ３０，４９２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３４

評価結果 ・必要性： 渓岸崩壊により渓流に多量の不安定土砂が堆積しており、放置すれ
ば土砂の流出が懸念されることから、下流域の保全など保安林機能の
発揮のため当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業実施により渓床の不安定土砂が安定し、下流域の保全等が図ら
れることから事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており効率性が認められる。



別紙様式２
整理番号 ４８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 暗門沢 事業実施主体 東北森林管理局
あんもんざわ

（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、西目屋村西部に位置し、平成17年の融雪により山腹崩壊が発
生し、直下の遊歩道に崩落し被害を与えた。今後の降雨・融雪等により崩
壊地が拡大するとともに崩落土砂が流出するおそれがある。

このため、早期緑化により崩壊地の拡大及び土砂流出の防止を図り、観
光施設、県道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.19ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １４，４２３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，８７１ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ４３，９５７ 千円

計 ４５，８２８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１８

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し土砂が流
出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ４９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 下井戸沢 事業実施主体 東北森林管理局
し も い ど さ わ

（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、平川市東部に位置し、豪雨等により渓岸崩壊が発生し渓床に
は不安定土砂等が堆積している。放置すると今後の豪雨、融雪等により不
安定土砂等が下流域へ流出するおそれがある。

このため、渓岸崩壊の拡大防止及び不安定土砂の流出を防止し、人家、
農地等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ９，６１５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，１４５ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ２３，８４５ 千円

計 ２４，９９０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６０

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸侵食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 片刈石沢 事業実施主体 東北森林管理局
かたかりいしざわ

（都道府県名） （青森県） 津軽森林管理署金木支署

事業の概要・目的 当地区は、中泊町小泊地区の北部に位置し、渓床に不安定土砂が堆積し
ている状況であり、降雨の際に下流の国道・漁業施設等への被害が懸念さ
れている。このため、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止するととも
に、国道・漁業施設等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施
する。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４３，２６９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ５，１８５ 千円
山地保全便益 ８８，７８６ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ９３，９７１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１７

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 福浦 事業実施主体 東北森林管理局
ふくうら

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、下北郡佐井村福浦地区に位置し、地元小中学校等に隣接して
いるが、融雪、降雨又は強風により表土の流出、落石等がたびたび発生
し、斜面直下の小中学校等に被害を及ぼしているものである。

そのため、早期に山腹工を施工し不安定土砂流出及び落石防止を図り、
直下の小中学校等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施す
る。

主な事業内容 山腹工 0.20ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ８１，３３９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，８４６ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ２０２，５３３ 千円

計 ２０６，３７９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．５４

評価結果 ・必要性： 山腹荒廃地の状況から、放置すれば荒廃地が拡大し土砂が流
出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹荒廃地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 東 又 沢 事業実施主体 東北森林管理局
ひがしまたさわ

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、むつ市西部に位置し、融雪・豪雨等により渓床に堆積した流
木等が流出し、下流域への被害が発生している。

このため、流木等の流出による施設及び漁業等への被害を防止するため
事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６，３４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，７７９ 千円
山地保全便益 ５２，６５９ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ５５，４３８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３９

評価結果 ・必要性： 渓床内の状況から、放置すれば流木等が下流へ流出する懸念
があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内の流木等の流出防止が図られ、下
流域の保全及び民生の安定が図られることから、有効性は認め
られる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 長浜 事業実施主体 東北森林管理局
ながはま

（都道府県名） （青森県） 下北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、むつ市川内地区の西側に位置し、国道３３８号線に隣接して
いるが、平成１７年の台風１４号に伴う大雨により山腹崩壊が発生したも
のであり、今後の融雪、降雨等により崩壊地が拡大し、国道に被害を与え
るおそれがある。
このため、早期に山腹工を施工し不安定土砂の流出防止を図り下方の国道

等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.05ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４，８０８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １６２ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １９，８７１ 千円

計 ２０，０３３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．１７

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し土砂が流
出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全が図られることから、有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 宇樽部 事業実施主体 東北森林管理局
う た る べ

（都道府県名） （青森県） 三八上北森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、十和田湖東岸部に位置し国道103号及び454号に隣接してい
る。

昭和61年度に土留工を施工し、不安定土砂の移動抑止及び山腹崩壊の拡
大防止に努めてきたところであるが、山腹斜面の亀裂が随所に見受けら
れ、豪雨時等に崩壊し、民家及び国道に被害を与えるおそれがある。

このため、山腹崩壊を防止するとともに下方の保全及び保安林機能の増
進を図るため本事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.2ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ７４，１８５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，１９６ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １４７，３０５ 千円

計 １５０，５０１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０３

評価結果 ・必要性： 山腹斜面の状況から、放置すれば山腹斜面が崩壊し土砂が流
出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹斜面の安定が図られ、水土保全機能
の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は
認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 頭 無 沢 事業実施主体 東北森林管理局
かしらなしさわ

（都道府県名） （岩手県） 岩手北部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、八幡平市北部に位置し、豪雨等により渓岸が浸食され、その
後の豪雨、融雪等により渓床に堆積している不安定土砂が流出し下流域に
被害を与えるおそれがある。

このため、渓岸浸食の防止及び渓床内に堆積している不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施す
る。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２２，１１５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，０１９ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １００，４４１ 千円

計 １０６，４６０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８１

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から放置すれ
ば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 大タライ沢 事業実施主体 東北森林管理局
お お た ら い さ わ

（都道府県名） （岩手県） 三陸北部森林管理署久慈支署

事業の概要・目的 当地区は、野田村南部に位置し、さけ・ます増殖施設等の重要な水源地
となっているが、豪雨等により崩壊が発生し、今後の豪雨等により、崩壊
地の拡大及び崩壊土砂が下流域へ流出するおそれがある。

このため、山腹崩壊地の拡大の防止及び保安林機能の増進を図るため事
業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.15ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ５６，９５３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，１３９ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １１６，００８ 千円

計 １１８，１４７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０７

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成22年度（5年間）

事業実施地区名 枯松沢 事業実施主体 東北森林管理局
かれまつさわ

（都道府県名） （岩手県） 三陸中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、釜石市西部に位置し、融雪及び豪雨等により渓岸浸食が進行
し、渓床に堆積している不安定土砂等が流出し下流域に被害を与えるおそ
れがある。

このため、渓岸浸食の拡大の防止及び渓床に堆積している不安定土砂等
の流出を防止し、下流域の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実
施する。

主な事業内容 渓間工 １１基
山腹工 ０．６３ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ２８２，４０７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ４６，６１８ 千円
山地保全便益 ６０２，０９１ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ６４８，７０９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．３０

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂等の堆積状況や渓岸浸食等の荒廃状況か
ら、放置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の
実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂等の流出防
止が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が
図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５８

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 大橋沢 事業実施主体 東北森林管理局
おおはしさわ

（都道府県名） （岩手県） 三陸中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、釜石市西部に位置し、融雪及び豪雨等により渓岸浸食が進行
し、渓床に堆積している不安定土砂が流出し下流域に被害を与えるおそれ
がある。

このため、渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止し、下流域の保
全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １０，５７７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １，５５７ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ４９，０６３ 千円

計 ５０，６２０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．７９

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ５９

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１８年度～１９年度
（国有林） （２年間）

事業実施地区名 大飛内沢 事業実施主体 東北森林管理局
おおびないさわ

（都道府県名） （岩手県） 三陸中部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大槌町北部に位置し、下流域の重要な水源地となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。

このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を
利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.02ha
森林整備 40ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １５，０８９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １４２，７９３ 千円
山地保全便益 １８，８７９ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １６１，６７２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １０．７１

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 国見 事業実施主体 東北森林管理局
く に み

（都道府県名） （岩手県） 盛岡森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、雫石町西部に位置し、降雨及び融雪等により山腹崩壊が発生
し、放置すれば山腹崩壊の拡大及び不安定土砂が下方へ流出するおそれが
ある。

このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食を防止し、斜面直下の温泉施
設や町道の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １９，２３１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，１６６ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ６５，９９７ 千円

計 ６９，１６３ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．６０

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し、土砂が
流出する懸念があることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～22年度（5年間）

事業実施地区名 北の沢 事業実施主体 東北森林管理局
き た の さ わ

（都道府県名） （岩手県） 盛岡森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、矢巾町西部に位置し、豪雨等により山腹面に多数の崩壊が生
じ、その後の融雪・豪雨等により拡大傾向にあり、渓床には不安定土砂が
大量に堆積しており、今後の豪雨等により下流へ流出するおそれがある。

このため、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積している不安定土砂の流出
を防止し、下流域の町道、林道等の保全及び保安林機能の増進を図るため
事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ５基
山腹工 1.44ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６０，８２８ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２３，８４２ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ４２１，２６６ 千円

計 ４４５，１０８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７７

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況及び山腹荒廃地の状況から、放
置すれば荒廃の拡大及び不安定土砂等が流出する懸念があるこ
とから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
及び荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の向上とともに、下
方の保全等が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 中山沢 事業実施主体 東北森林管理局
なかやまさわ

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大東町北部に位置し、平成17年の豪雨により山腹斜面が崩壊
した。当地区周辺は農地であり、今後の豪雨等により農地等に被害を与え
るおそれがある。

このため、山腹崩壊地の拡大を防止し下方の農地等の保全及び保安林機
能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 緑化工 0.07ha 土留工10m

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ５，７６９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ４５２ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ２７，３９２ 千円

計 ２７，８４４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．８３

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積した
不安定土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必
要である。

・有効性： 事業の実施により、山腹崩壊地の復旧が図られ、水土保全機
能の向上とともに、下流域の保全等が図られることから、有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 永徳山 事業実施主体 東北森林管理局
えいとくやま

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、金ヶ崎町南部に位置し、平成17年の豪雨により山腹斜面が崩
壊し下方にある町道に被害を与えた。

このため、山腹崩壊地の拡大を防止し下方の町道、農地等の保全及び保
安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 0.04ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ９，６１５ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，３９７ 千円
山地保全便益 ４０，９５５ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ４３，３５２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．５１

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の荒廃状況から、放置すれば崩壊地の拡大等が懸
念されることから、当事業の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、崩壊地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに地域住民の民生の安定が図られることから、有効
性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 高下沢 事業実施主体 東北森林管理局
こ う げ さ わ

（都道府県名） （岩手県） 岩手南部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、沢内村北部に位置し、渓床に堆積した不安定土砂が豪雨等の
度に下流にある和賀岳登山道周辺に通じる林道へ流出している。

このため、渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止し、下流域の保
全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 谷止工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １９，２３１ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ３，９２０ 千円
山地保全便益 ４７，８８８ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ５１，８０８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．６９

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 鯰 沢 事業実施主体 東北森林管理局
なまずさわ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大館市北東部に位置し、豪雨、融雪等により山腹崩壊及び渓
岸崩壊が発生し、渓床には不安定土砂が堆積し、放置すれば山腹崩壊の拡
大及び不安定土砂が下流域へ流出するおそれがある。

このため、山腹崩壊地の復旧及び渓床に堆積している不安定土砂の流出
を防止し、農地、林道、県道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事
業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 ０．３ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ３７，７２２ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，７６４ 千円
山地保全便益 ９５，９０５ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 １０２，６６９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７２

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地の状況及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放
置すれば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が
必要である。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６６

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 畑ノ沢 事業実施主体 東北森林管理局
は た の さ わ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、北秋田市南部に位置し、豪雨等による渓岸浸食が発生し、渓
床には不安定土砂が堆積し、放置すれば不安定土砂が下流域へ流出するお
それがある。

このため、渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止し、農地、林
道、県道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １８，２６９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ５，０６９ 千円
山地保全便益 ６９，１９３ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ７４，２６２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０６

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６７

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 大白石沢 事業実施主体 東北森林管理局
おおしらいしさわ

（都道府県名） （秋田県） 米代東部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大館市北部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が多
く存在している。

このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を
利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１ha
森林整備 ７ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ８，７５０ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２６，５９８ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １９，８７１ 千円

計 ４６，４６９ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．３１

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 大船沢 事業実施主体 東北森林管理局
おおふねさわ

（都道府県名） （秋田県） 米代西部森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、二ツ井町東部に位置し、豪雨等により渓岸崩壊が発生し、渓
床には不安定土砂が堆積し、放置すれば渓岸崩壊の拡大及び不安定土砂が
下流域へ流出するおそれがある。

このため、渓床に堆積している不安定土砂の流出を防止し、農地、県道
林道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １３，４６２ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，９６７ 千円
山地保全便益 ４５，９１５ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ４８，８８２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．６３

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ６９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 中ノ沢 事業実施主体 東北森林管理局
な か の さ わ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、秋田市北部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、豪雨、融雪等により山腹崩壊や渓岸崩壊が発生し、放置すれば荒廃地
の拡大及び不安定土砂が下流域へ流出するおそれがある。

このため、荒廃地の復旧と市道、林道等の保全及び保安林機能の増進を
図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 ０．４５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ７１，８５７ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２４２，４５３ 千円
山地保全便益 １１５，３４１ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ３５７，７９４ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．９８

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び渓床の不安定土砂の堆積状況から、放置すれば荒
廃地の拡大及び土砂等が流出する懸念があることから、当事業
の実施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成22年度（5年間）

事業実施地区名 桂 沢 事業実施主体 東北森林管理局
かつらさわ

（都道府県名） （秋田県） 秋田森林管理署湯沢支署

事業の概要・目的 当地区は、湯沢市東部に位置し、下流域の重要な水源地域となっている
が、平成１６年７月の豪雨により渓岸崩壊及び山腹崩壊が発生し、下方の
県道へ土砂が流出する被害が発生した。

このため、荒廃地の復旧と県道、人家等の保全及び保安林機能の増進を
図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １０基
山腹工 ０．２５ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １６２，５４０ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 １７３，５２２ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ３１３，６４９ 千円

計 ４８７，１７１ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．００

評価結果 ・必要性： 荒廃地の状況及び不安定土砂の状況から、放置すれば荒廃の
拡大及び土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施
が必要である。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７１

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業実施計画期間 平成１８年度～平成２０年度
（国有林） （３年間）

事業実施地区名 沢口 事業実施主体 東北森林管理局
さわぐち

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、大江町南西部に位置し、下流域の重要な水源地域となってい
るが、奥地で地形が急峻であることから豪雨等による荒廃地や荒廃森林が
多く存在している。

このため、水源地域の荒廃地等の保全対策に資するため、現地発生材を
利用した工法による荒廃地の復旧と森林整備を一体に実施し、保安林機能
の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１０ha
渓間工 １基
森林整備 ２０ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ３１，２４３ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ８４，５４７ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ５９，６１３ 千円

計 １４４，１６０ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．６１

評価結果 ・必要性： 荒廃地及び荒廃森林の状況から、放置すれば荒廃の拡大及び
土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要で
ある。

・有効性： 事業の実施により、荒廃地の復旧が図られ、水土保全機能の
向上とともに、下方の保全等が図られることから、有効性は認
められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 赤倉沢 事業実施主体 東北森林管理局
あ か くらさわ

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署最上支署

事業の概要・目的 当地区は、真室川町北東部に位置し、過去には集中豪雨により多大な被
害を受けた地域である。現在も、豪雨等により渓岸が浸食され渓床には不
安定土砂が堆積し下流域へ被害を及ぼすおそれがある。

このため、渓岸崩壊の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流
出を防止し、林道、町道、農地等の保全及び保安林機能の増進を目的に事
業に着手する。

主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ５８，９４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，５５１ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １５６，４０６ 千円

計 １６５，９５７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．８２

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７３

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 ウラノ沢 事業実施主体 東北森林管理局
う ら の さ わ

（都道府県名） （山形県） 山形森林管理署最上支署

事業の概要・目的 当地区は、真室川町北東部に位置し、過去には集中豪雨により多大な被
害を受けた地域である。現在も、豪雨等により渓岸が浸食され渓床には不
安定土砂が堆積し下流域へ被害を及ぼすおそれがある。

このため、渓岸崩壊の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流
出を防止し、人家、町道、農地等の保全及び保安林機能の増進を目的に事
業に着手する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） １２，５００ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２，７９８ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 １１２，６９０ 千円

計 １１５，４８８ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．２４

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 五味沢 事業実施主体 東北森林管理局
ご み さ わ

（都道府県名） （山形県） 置賜森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、小国町北西部に位置し、平成１６年７月の豪雨により、渓岸
浸食が進行し、渓床には不安定土砂が堆積し下流域へ被害を及ぼすおそれ
がある。

このため、渓岸浸食の拡大防止及び渓床に堆積している不安定土砂の流
出を防止し、農地、県道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を
実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４１，３４６ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ８，６５４ 千円
山地保全便益 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 ２１９，２２８ 千円

計 ２２７，８８２ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．５１

評価結果 ・必要性： 渓床の不安定土砂の堆積状況や渓岸浸食の状況から、放置す
れば土砂が流出する懸念があることから、当事業の実施が必要
である。

・有効性： 事業の実施により、渓床内に堆積する不安定土砂の流出防止
が図られ、水土保全機能の向上とともに、下流域の保全等が図
られることから、有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 ７５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業実施計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 東高倉 事業実施主体 東北森林管理局
ひがしたかくら

（都道府県名） （山形県） 置賜森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、米沢市南東部に位置し、平成16年４月の融雪期に地すべりが
発生し、崩壊地には多量の不安定土砂が堆積していた。平成17年度に災害
関連事業で地すべり対策を実施したが、崩壊地には不安定土砂が堆積して
いることから下流域へ流出するおそれがある。

このため、表面水処理等により不安定土砂の流出を防止し、下方の市
道、林道等の保全及び保安林機能の増進を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 １．３３ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ４３，２６９ 千円

総便益（Ｂ） 水源かん養便益 ２９，９１２ 千円
山地保全便益 ２９１，６９５ 千円
環境保全便益 千円
災害防止便益 千円

計 ３２１，６０７ 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．４３

評価結果 ・必要性： 地すべり崩壊地の状況から、放置すれば崩壊地が拡大し堆積
した不安定土砂等が流出する懸念があることから、当事業の実
施が必要である。

・有効性： 事業の実施により、地すべり崩壊地の復旧が図られ、水土保
全機能の向上とともに、下方の保全等が図られることから、有
効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた最も効果的
かつ効率的な工種・工法で検討されており、また、費用以上の
効果も期待できることから、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ７６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 谷田川支流 事業実施主体 関東森林管理局(やたがわしりゅう)

（都道府県名） (福島県) 福島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は郡山市関東谷田川支流に位置する。平成15年8月の集中豪雨で山腹
が崩壊した箇所であり、今後の集中豪雨等により、崩壊地が拡大し近接する人家
へ被害を与える恐れがあるため、崩壊地の復旧を実施し民心の安定を図るもので
ある。

・主な事業内容

山腹工 0.05 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 2,404千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 637千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 26,215千円

計 26,852千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 11.17

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 山腹崩壊地には不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出も

あることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により。山腹崩壊地に堆積する土砂の安定が図られ水
土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工法を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ７７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 藤沢川 事業実施主体 関東森林管理局(ふじさわがわ）

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署白河支署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県中通り南部で、鶴沼川支流藤沢川の左岸側崩壊地及び右岸
側の小渓流に位置している。

渓床及び崩壊地には不安定土砂が堆積しており、今後の降雨等により流出し下
流に被害を与える恐れがあることから、荒廃渓流及び山腹崩壊地の復旧を図り、
保安林機能の向上と併せて民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 1 基
山腹工 0.25 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 15,516千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,798千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 96,131千円

計 102,929千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.63

評価結果
・必要性： 渓床及び山腹崩壊地には不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂

の流出もあることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床及び山腹崩壊地に堆積する土砂の安定が
図られ水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認められ
る。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的に工法を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ７８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 穴沢 事業実施主体 関東森林管理局(あなざわ)

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署白河支署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県中通り南部で、鶴沼川支流河内川上流穴沢に位置し、渓岸
及び山腹崩壊の発生により、渓床には不安定土砂が堆積しており、今後の降雨に
より流出し下流に被害を与える恐れがあることから、荒廃渓流の復旧を実施し、
保安林機能の向上と併せて民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 2 基
山腹工 0.08 ha(2箇所）

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 29,505千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 15,273千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 87,432千円

計 102,705千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.48

評価結果
・必要性： 渓床及び山腹崩壊地には不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂

の流出もあること及び当箇所下流には、人家、学校、道路、水田等の
保全対象が存在することから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床及び山腹崩壊地に堆積する土砂の安定が
図られ水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認められ
る。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工法を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ７９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成20年度(3年間）

事業実施地区名 二俣川 事業実施主体 関東森林管理局(ふたまたがわ)

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署白河支署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県中通り南部で、鶴沼支流二俣川の二岐温泉に近接した個所
である。

二俣川流域は火山堆積物を主体とした不安定な地質であり、豪雨の都度山腹斜
面の崩壊により土砂が流出し、渓床には不安定土砂が堆積し、今後の降雨等によ
り下流に被害を与える恐れがあることから、荒廃渓流及び崩壊地の復旧を実施
し、保安林機能の向上と併せて民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 2 基
山腹工 0.39 ha(3箇所)

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 69,143千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 82,325千円

山地保全便益 720,584千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 802,909千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 11.61

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 渓床及び山腹崩壊地に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の

流出もあること過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当
該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床及び山腹崩壊地に堆積する土砂の安定が
図られ水土保全機能が維持向上されることから、有効性は認められ
る。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工法を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成19年度(2年間)

事業実施地区名 桑袋沢 事業実施主体 関東森林管理局(くわぶくろざわ)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県大沼郡昭和村の中央部に位置している。
当該流域の下流直下に松平集落及び佐倉集落があり、平成16年の「新潟・福島

豪雨」災害でも被害が発生している。計画箇所上流は渓床幅が狭く、降雨量が多
いときは直上の大仏山から鉄砲水のように出水する沢であり、被害が拡大する恐
れがあることから、コンクリート谷止工・フトン篭土留工・フトン篭床固工を施
工し、山腹の安定と土砂の流出防止を図り民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 3 基
山腹工 0.06 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,900千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,483千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 210,559千円

計 213,042千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 10.19

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 崩壊箇所は依然として不安定な状況にある。今後の予期せぬ集中豪

雨による、拡大崩壊及び崩壊土砂の流出の恐れがあり、再度下流域に
被害を及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山脚固定による崩壊地の安定と土砂流出の防
止が図られ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、
有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度

事業実施地区名 中ノ沢 事業実施主体 関東森林管理局(なかのさわ)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県大沼郡昭和村の中央部に位置し、重要幹線である国道401
号線を横断する渓流である。

計画箇所の直下には国道400号･401号、及び喰丸集落があり平成16年度の「新
潟･福島豪雨」により大量の土砂が既設谷止を越えて国道に流下し、通行止めと
なった。上流部には不安定土砂が多量に堆積しており、融雪時・梅雨期に再び被
害を与えかねない状況となっている。

既設谷止工は満砂であり、平成18年度は既設谷止工下流にコンクリート谷止工
を計画した。これにより不安定土砂の流出の防止を図り、民生の安定を図るもの
である。

なお、当該箇所は、県及び昭和村から強い実施要請がある。

・主な事業内容

渓間工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 40,299千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,147千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 449,685千円

計 453,832千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 11.26

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、今後の予期せぬ集中豪雨による、

土砂の流出の恐れがあり、再度下流域に被害を及ぼさないためにも、
当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、土砂流出の防止が図られ、国土保全及び水土
保全機能が維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成21年度(4年間)

事業実施地区名 遠京山 事業実施主体 関東森林管理局(えんきょうざん)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県河沼郡会津坂下町の南東部に位置している。
平成14年度に災害が発生したため、会津森林管理署と会津坂下町と地元住民に

よる協議を行ったところ、復旧対策を求める強い要望があった。
これを踏まえ、流域一帯の土砂流出防止対策について県を始めとする関係機関

と調整の上、緊急の対策を図ってきたところである。
しかし、現在も山腹斜面は不安定な状態にあり、豪雨時には山腹斜面の却部が

洗掘され崩壊の拡大は必至である。このため再度、被害の発生の恐れがあるとこ
ろから、山腹斜面の脚部の固定と斜面緑化を施工し、民生の安定を図るものであ
る。

・主な事業内容

山腹工 0.53 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 29,969千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 12,722千円

山地保全便益 117,731千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 130,453千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.35

評価結果
・必要性： 山腹崩壊地には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出

も見受けられる。今後の予期せぬ集中豪雨により、山腹の拡大崩壊及
び不安定土砂流出の恐れがあり、再度下流域に被害を及ぼさないため
にも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、不安定土砂の安定と土砂流出の防止が図ら
れ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 氷 玉 事業実施主体 関東森林管理局(ひだま)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県大沼郡会津美里町（旧本郷町）の東部に位置している。
計画箇所の下流域には、美里町が管理する水道取水施設があり下流流域の集落

へ生活用水を供給している。
平成16年7月「新潟・福島豪雨」により、山腹崩壊が発生した。この山腹崩壊

により、文化庁指定（歴史の道百選）の下野街道（会津西街道）へ崩壊土砂が流
れ込み、街道が通行不能となった。

下野街道（通称殿様街道）は、入込者も多く旧本郷町でも整備を行おうとして
おり、景観にも配慮した工法により早期に復旧を図る必要があることから、フト
ン篭土留工及び丸太法枠工等を施工し、文化財及び水道施設の保全を図るもので
ある。

・主な事業内容

山腹工 0.04 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 2,375千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,446千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 26,230千円

計 28,676千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 12.07

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 山腹崩壊による堆積土砂は依然として不安定な状況にあり、降雨に

よる土砂の流出も見受けられる。今後の予期せぬ集中豪雨により、山
腹の拡大崩壊及び不安定土砂流出の恐れがあり、再度下流域に被害を
及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、不安定土砂の安定と土砂流出の防止が図ら
れ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成19年度(2年間)

事業実施地区名 仏沢 事業実施主体 関東森林管理局(ほとけさわ)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県大沼郡会津美里町（旧新鶴村）の南部に位置している。
平成17年7月の局地的大雨により山腹の中腹斜面から崩壊し直下の民有地水路

及び耕作地（ソバ畑）に崩落土砂が流出した。
民有地所有者から再崩落防止に強い要請があり、農耕地の耕作条件を確保する

ため山腹堆積土砂の安定を図り再崩落の防止を図るため山腹工を実施するもので
ある。

・主な事業内容

山腹工 0.04 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 4,714千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,795千円

山地保全便益 17,673千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 19,468千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.13

評価結果
・必要性： 山腹崩壊による堆積土砂は依然として不安定な状況にあり、降雨に

よる土砂の流出も見受けられる。今後の予期せぬ集中豪雨により、山
腹の拡大崩壊及び不安定土砂流出の恐れがあり、再度下流域に被害を
及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、不安定土砂の安定と土砂流出の防止が図ら
れ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 帝釈山 事業実施主体 関東森林管理局(たいしゃくさん)

（都道府県名） （福島県） 会津森林管理署南会津支署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県檜枝岐村の東南部に位置し、伊南川支流舟岐川の上流部馬
坂沢に当り、山腹崩壊により直下の保安林管理道に被害を及ぼしている。今後の
降雨時にさらに崩壊地が拡大する恐れがあるため、早急に崩壊地の復旧を実施
し、保安林機能の向上を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.05 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 2,788千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,775千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 17,487千円

計 19,262千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.91

評価結果
・必要性： 今後の降雨により崩壊地が拡大し保安林管理道及び下流へ被害を与

える恐れがあるため、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、山腹崩壊地の安定が図られ、水土保全機能
の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じてもっとも効果的・効率的な工種を
選定しており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 申瘤沢 関東森林管理局(さるこぶざわ)
事業実施主体（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

当該箇所は、福島県双葉郡浪江町の西部に位置し、請戸川水系高瀬川支流に
当たり、渓床には上流部から流出した不安定土砂が厚く堆積しており倒木や転
石が点在している。それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐れがあるこ
と。また、直下には県道が近接していることから、早期に荒廃渓流の復旧を実
施し、民生の安定を図るものである。

事業の概要・目的

・主な事業内容
渓間工 1 基

総 費 用（Ｃ） 19,231千円

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 6 ,549千円

山 地 保 全 便 益 千円

環 境 保 全 便 益 千円費 用 対 効 果 分 析

災 害 防 止 便 益 236,018千円
計 242,567千円

分 析 結 果（Ｂ／Ｃ） 12.61

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設（
などが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

・必要性： 渓床に不安定土砂や流木の堆積が見られ、下流域への土砂流出も
あることから、当該事業の実施は必要である。

評 価 結 果 ・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水
土保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間)

事業実施地区名 箒平 関東森林管理局(ほうきだいら)
事業実施主体（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

当該箇所は、福島県双葉郡広野町の北西部の2級河川浅見川の上流部に位置
している。この流域の区域内には山腹崩壊地が点在するとともに渓岸崩壊等に
より渓床に不安定土砂が堆積しており、これらの堆積土砂の流出により下流域
の保全対象に土砂災害を与える危険性があことから、不安定土砂の移動防止及
び渓岸の縦横浸食を防ぎ、渓床・渓岸の安定を図るものである。

事業の概要・目的

・主な事業内容

渓 間 工 4 基
資材運搬路 1,460 ｍ

総 費 用（Ｃ） 146,729千円

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 17,173千円

山 地 保 全 便 益 千円

環 境 保 全 便 益 千円費 用 対 効 果 分 析

災 害 防 止 便 益 745,680千円
計 762,853千円

分 析 結 果（Ｂ／Ｃ） 5.20

・必要性： 渓床に不安定土砂や流木の堆積が見られ、下流域への土砂流出も
あることから、当該事業の実施は必要である。

評 価 結 果 ・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水
土保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間)

事業実施地区名 賀老 関東森林管理局(がろう)
事業実施主体（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

当該箇所は、福島県双葉郡浪江町西部の2級河川請戸川の支流域上流部に位
置している。この流域の区域内には山腹崩壊地が点在するとともに渓岸崩壊等
の渓流荒廃が著しく、渓床に不安定土砂が堆積しており、これらの堆積土砂の
流出により下流域の保全対象に土砂災害を与える危険性があることから不安定
土砂の移動防止及び渓岸の縦横浸食を防ぎ、渓床・渓岸の安定を図るものであ

事業の概要・目的 る。

・主な事業内容

渓 間 工 4 基
資材運搬路 780 ｍ

総 費 用（Ｃ） 139,036千円

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 24,387千円

山 地 保 全 便 益 千円

環 境 保 全 便 益 千円費 用 対 効 果 分 析

災 害 防 止 便 益 445,970千円
計 470,357千円

分 析 結 果（Ｂ／Ｃ） 3.38

・必要性： 渓床に不安定土砂や流木の堆積が見られ、下流域への土砂流出も
あることから、当該事業の実施は必要である。

評 価 結 果
・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水

土保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ８９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間)

事業実施地区名 札上沢 関東森林管理局(ふだあげさわ)
事業実施主体（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

当該箇所は、福島県いわき市の西南部で、2級河川鮫川支流の札上沢中流部
に位置している。

この流域の区域内には山腹崩壊地が点在するとともに渓岸崩壊等の渓流荒廃
が著しく、渓床に不安定土砂が堆積しており、これらの堆積土砂の流出により
下流域の保全対象に土砂災害を与える危険性があることから不安定土砂の移動

事業の概要・目的 防止及び渓岸の縦横浸食を防ぐとともに、山腹崩壊地の復旧を実施し、保安林
機能の向上と併せ民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 5 基
山 腹 工 0.23 ha
資材運搬路 2,000 ｍ

総 費 用（Ｃ） 182,183千円

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 38,765千円

山 地 保 全 便 益 千円

環 境 保 全 便 益 千円費 用 対 効 果 分 析

災 害 防 止 便 益 695,862千円
計 734,627千円

分 析 結 果（Ｂ／Ｃ） 4.03

・必要性： 渓床に不安定土砂や流木の堆積が見られ、下流域への土砂流出も
あることから、当該事業の実施は必要である。

評 価 結 果 ・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水
土保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 カナクリ沢 事業実施主体 関東森林管理局(かなくりざわ)

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北西部鬼怒川上流部の左岸に位置し、国道121号線に近接
した山腹崩壊斜面である。

山腹斜面は急峻で脆弱な地質で、豪雨により現在も崩壊が拡大していることか
ら早急な復旧が必要である。また、崩壊地下部、国道や下流域に被害を及ぼす恐
れがあるため、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.04 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 5,585千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,544千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 39,742千円

計 41,286千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.39

評価結果
・必要性： 山腹斜面の地質が脆弱なため、降雨のたびに崩壊地が拡大傾向にあ

り、下流域への土砂被害も懸念されるため、当該事業の実施は必要で
ある。

・有効性： 当事業の実施により、山腹斜面が安定し崩壊の拡大が抑止され、水
土保全機能が維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度(2年間）

事業実施地区名 稲ヶ沢 事業実施主体 関東森林管理局(いながさわ)

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県北西部に位置し、鬼怒川上流稲ヶ沢の中流に当たる。渓間
工計画箇所は上流部に点在する小規模な山腹崩壊地からの崩落土砂により渓床内
に多量の不安定土砂が堆積している状況にあるため、今後の豪雨により下流域へ
の土砂流出が懸念される。山腹工計画箇所については、崩壊地下部に栃木県管理
の稲ヶ沢林道が通過しており、計画箇所は斜面が急峻で脆弱な地質なため、現在
も豪雨により崩壊地が拡大している状況にあることから、早期に荒廃渓流の復旧
及び山腹崩壊地の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図るも
のである。

・主な事業内容

渓間工 2 基
山腹工 0.12 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 52,093千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 49,555千円

山地保全便益 522,710千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 572,265千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 10.99

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設（
などが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 渓間工、渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出や

崩壊地が拡大し、過去に下流域へ被害を及ぼした経緯もあることか
ら、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床及び山腹崩壊地に堆積する土砂の安定が
図られ水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認めら
る。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間）

事業実施地区名 上ドンビン沢 事業実施主体 関東森林管理局(うえどんびんさわ)

（都道府県名） （栃木県） 日光森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県の北西部鬼怒川上流に位置し、栃木県栗山村と福島県南会
津郡檜枝岐を結ぶ村道馬坂線の村道脇、山腹斜面が平成16年10月 9日未明の台風
22号の集中豪雨により山腹崩壊した箇所である。

現在までは、災害関連緊急治山工事により山腹斜面の法切工及び法枠工を施工
してきたが、下部林道に隣接の崩壊斜面が不安定なことから、引き続き平成18年
度に於いても復旧事業を行うものである。

また、この林道については福島南会津檜枝岐をつなぐ生活道路として重要であ
り、地元からも早急な復旧を強く要望を受けており、今後の降雨等により、下流
域に被害をもたらす恐れがあるため、崩壊地の復旧を実施し、保安林機能の向上
と併せ民生の安定を図るものであ。

・主な事業内容

山腹工 0.13 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 23,954千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,837千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 87,432千円

計 91,269千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.81

評価結果
・必要性： 山腹斜面の地質が脆弱であるため、このまま放置しておくとさらに

崩壊が進み、下流域へ被害をもたらす恐れがあることから、当事業の
実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹斜面が安定し崩壊の拡大が抑止され、水
土保全機能が維持・向上されるとから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間）

事業実施地区名 ヤマナシ沢 事業実施主体 関東森林管理局(やまなしさわ)

（都道府県名） （栃木県） 塩那森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、栃木県那須塩原市の北部に位置する。この沢は大川の右岸支流で
ある。ヤマナシ沢の上流が渓流荒廃地となっており、豪雨時には多量の不安定土
砂が大川に流入する恐れがある。大川本流には既設堰堤工がいずれも満砂状態で
あり、荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と民生の安定を図るものであ
る。

・主な事業内容

渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 25,000千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,700千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 79,484千円

計 87,184千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.49

評価結果
・必要性： 渓床に不安定土砂の堆積があり、降雨による土砂の流出もみられる

ことから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水
土保全機能の維持向上が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間）

事業実施地区名 奈女沢 事業実施主体 関東森林管理局(なめさわ)

（都道府県名） (群馬県) 利根沼田森林管理署

事業の概要・目的 当該個所は、群馬県の北部に位置し、利根川に注ぐ奈女沢川支流で平成17年の
集中豪雨で土石流が発生し渓床には多量の土砂が堆積している。

下流には上牧集落があり、今後の集中豪雨時には下流に流出する恐れがあるた
め土砂の流出を抑止し民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 23,077千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,456千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 85,484千円

計 86,940千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.77

評価結果
・必要性： 渓流内には、多量の不安定土砂が堆積しており、今後の降雨量等に

より、下流への被害が拡大する恐れがあるため当該事業に実施は必要
である。

・有効性： 当該事業の実施により、保安林の機能が十分に発揮されると共に、
堆積する不安定土砂の抑止が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的効率的な工種を選定して
おり、効率性は求められる。



別紙2
整理番号 ９５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間)

事業実施地区名 大穴 事業実施主体 関東森林管理局(おおあな)

（都道府県名） （群馬県） 利根沼田森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県の利根郡みなかみ町大穴地内で一級河川利根川に右岸より
注ぐ小中沢の中・上流に位置し、下流域には人家及び旅館等の施設が密集してい
る。

平成14年7月台風6号の集中豪雨に起因する土石流により家屋7戸及び国道291号
が線が被災する災害が発生した。

平成14年度より災害関連緊急治山工事により緊急復旧対策を進めてきたところ
である。今後、発生源である山腹崩壊地を復旧し、保安林機能の向上と併せ、民
生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.67 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 249,080千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 72,043千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 1,016,469千円

計 1,088,512千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.37

評価結果
・必要性： 今後の集中豪雨時には、山腹崩壊地の拡大等により、下流へ再被害

を与える恐れがあるため当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、保安林の機能が十分に発揮されると共に、堆
積する不安定土砂の抑止が図られることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間）

事業実施地区名 温川支流 事業実施主体 関東森林管理局(ぬるかわしりゅう)

（都道府県名） (群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は群馬県北西部に位置し、吾妻川支流の温川上流部にあたる。渓岸侵
食及び山腹崩壊による流出土砂が河床に堆積し、渓岸浸食により倒伏した樹木が
散在している。

集中豪雨時にはこれらを巻き込み、渓岸浸食の拡大とともに下流域への流出土
砂の影響が懸念される。このため、これらの不安定土砂等の流出防止と併せて荒
廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,141千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,979千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 75,532千円

計 79,511千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.64

評価結果
・必要性： 不安定土砂の流出防止と、渓岸浸食の防止を図るため当該事業の実

施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定や、下流に位置
する対象の保全、水源かん養保安林の機能維持、向上が図られること
から、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的・効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる



別紙2
整理番号 ９７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間）

事業実施地区名 権現沢 事業実施主体 関東森林管理局(ごんげんざわ)

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は群馬県北西部に位置し、四万川支流の権現沢流域にあたる。過去の
災害により、沢筋には崩壊地や倒木が散在しており、渓床には崩壊地からの流出
土砂が堆積し、下流域への流出が懸念されている。

このため、これらの不安定土砂等の流出防止と渓岸侵食を防止するなど荒廃渓
流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,413千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 9,527千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 155,095千円

計 164,622千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 9.45

評価結果
・必要性： 不安定土砂の流出防止と、渓岸浸食の防止を図るため当該事業の実

施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定、下流に位置す
る保全対象の保全、保健保安林の機能維持、向上が図られることか
ら、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的・効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 ９８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間）

事業実施地区名 栃寺沢 事業実施主体 関東森林管理局(とちでらざわ)

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は群馬県北西部に位置し、四万川から分岐する新湯川の右岸支流
である。過去の集中豪雨等により下流域に被害があった箇所で、渓流内には
上流から流出した不安定土砂が堆積しており渓岸、渓床の侵食も著しく、既
設渓間工も満砂であることから、集中豪雨時の下流域への土石流の影響が懸
念される。このため、渓流内の不安定土砂の流出防止と渓岸、渓床の浸食の
防止等、荒廃渓流の復旧を実施し、民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 5 基
資材運搬路 800 ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 131,775千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 27,264千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 260,755千円

計 288,019千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.19

評価結果
・必要性： 不安定土砂の流出防止と、渓岸浸食の防止を図るため当該事業の実

施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定、下流に位置す
る保全対象の保全、水源かん養保安林の機能維持、向上が図られるこ
とから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる



別紙2
整理番号 ９９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度(3年間）

事業実施地区名 浅草岳 事業実施主体 関東森林管理局(あさくさだけ)

（都道府県名） （新潟県） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、新潟県南東部に位置し信濃川支流破間川の上流部左岸にあたり、
平成16年7月13日の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、崩壊土砂が下流へ土石流
となり流下した。

これにより災害関連事業を実施し、上部斜面の安定と渓岸侵食の防止を図って
きたが、現在も崩壊地中腹部から下部にかけての雨水等による侵食が進んでおり
今後の降雨等による被害が危惧されることから、早急に対策工事を実施し保全対
象の保全及び下流域の民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.18 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 47,725千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,619千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 198,710千円

計 201,329千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.22

評価結果
・必要性： 山腹崩壊等の発生により、今後多量の不安定土砂が降雨等により

流出し、下流域に被害が拡大する恐れがあるため、当該事業の実施
は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹法面の安定が図られ、水土保全機能が
維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １００

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 西之沢 事業実施主体 関東森林管理局(にしのさわ)

（都道府県名） （新潟県） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県南東部に位置し五十嵐川支流布倉沢の上流部右岸にあた
り、平成16年7月13日の集中豪雨により山腹崩壊が発生、流出土砂は下部にある
立木を巻き込みながら土石流となり西之沢を流下し、下流にある大谷ダム（保全
対象）へ流入した。

これにより災害関連事業を実施し、渓流の安定と山腹上部の拡大崩壊を防止し
たが、未だ崩壊地内には多量の不安定土砂が堆積している状況である。

今後、融雪及び降雨等による土砂流出の被害が危惧されることから、早急に対
策工事を実施し保全対象の保全及び下流域の民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.31 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 38,517千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,257千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 69,946千円

計 77,203千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.00

評価結果
・必要性： 山腹崩壊等の発生により、今後多量の不安定土砂が降雨等により

流出し、下流域に被害が拡大する恐れがあるため、当該事業の実施
は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹法面の安定が図られ、水土保全機能が
維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度(3年間)

事業実施地区名 馬追沢 事業実施主体 関東森林管理局(うまおいざわ)

（都道府県名） （新潟県） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県南東部に位置し五十嵐川支流大谷川上流左岸支渓の馬追沢
流域にあたり、平成16年7月13日の集中豪雨により山腹崩壊が発生、流出土砂は
下部にある立木を巻き込みながら土石流となり馬追沢を流下し、下流にある大谷
ダム（保全対象）へ流入した。

これにより災害関連事業を実施し、山腹上部と下部の拡大崩壊を防止したが、
未だ山腹中腹部の崩壊地内には多量の不安定土砂が堆積している状況である。

今後、融雪及び降雨等による土砂流出の被害が危惧されることから、早急に対
策工事を実施し保全対象の保全及び下流域の民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.20 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 92,115千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 9,350千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 255,939千円

計 265,289千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.88

評価結果
・必要性： 山腹崩壊等の発生により、今後多量の不安定土砂が降雨等により

流出し、下流域に被害が拡大する恐れがあるため、当該事業の実施
は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹法面の安定が図られ、水土保全機能が
維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 小出川 事業実施主体 関東森林管理局(こいでがわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新発田市の北東部に位置し、坂井川支流に注いでいる小出川流域
である。本流域は狭いＶ字谷を呈しており、渓床には不安定土砂が堆積してい
る。今後の降雨等により、これらの堆積土砂が一気に流下し、下流域に甚大な被
害を及ぼす危険性が高いため、不安定土砂の流出を抑止することと併せ民生の安
定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,342千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 12,746千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 289,556千円

計 302,302千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 17.43

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れ、過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実
施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度(3年間）

事業実施地区名 中砥沢 事業実施主体 関東森林管理局(なかとざわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、胎内市の南東部に位置し、胎内川に注ぐ中砥沢の中流部である。
本流域は上流部からの渓岸浸食等により、流出した土石が不安定土砂として堆積
している。今後の降雨等により、それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐
れがあるため、荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生安定を
図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 2 基
資材運搬路 580 ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 63,625千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 11,751千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 175,379千円

計 187,130千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.94

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れ、過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実
施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 ツツジ沢 事業実施主体 関東森林管理局(つつじざわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署 村上支署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県北部に位置し、単位流域湯沢の荒川に注ぐツツジ沢で、平
成17年8月の局地的な豪雨により渓流が荒廃し、不安定土砂が堆積している状態
となった。

今後の集中豪雨等により流出した土砂が下流に保全対象へ被害を与えるおそれ
があるので、不安定土砂の流出を防止するなどの荒廃渓流の復旧を実施し、併せ
て民心の安定を図るものである。

・主な事業内容

床固工 1 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 3,408千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 3,499千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 26,230千円

計 29,729千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.72

評価結果
・必要性： 今後の降雨等により渓床の不安定土砂が下流の民有地に流出する被

害を及ぼす恐れがあることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床の安定が図られ、下流の民有地への被
害防止が図られることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 イタツヤ沢 事業実施主体 関東森林管理局(いたつやざわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署 村上支署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県北部に位置し、単位流域深沢の西山川に注ぐイタツヤ沢で
平成16年7月の梅雨前線による集中豪雨により、山腹斜面が崩壊すると共に崩落
土砂が隣接民有林に流出し、沢をせき止めたため、沢の位置が変わり林内に水が
流れ込みスギ立木が枯死する被害が発生した。

今後の集中豪雨により、下流域へ土砂が流出するとともに、民有林へ被害が拡
大する恐れがあるため、早急に崩壊地の復旧を実施し、森林機能の向上と併せ、
民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.01 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 1,809千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,679千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 17,487千円

計 19,166千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 10.60

評価結果
・必要性： 崩落土砂が不安定に堆積しており、今後の降雨等により、下流域へ

の土砂の流出及び隣接民有林の被害拡大を及ぼすことから、当該事業
の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の安定が図られ、下流域への土砂の
流出及び民有林の被害拡大の防止が図られることから、有効性は大い
に認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 小綱木沢 事業実施主体 関東森林管理局(こつなぎざわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署 村上支署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県北部に位置し、荒川（一級河川）に注ぐ沼川の支流小綱木
川の中流にあたり、平成16年7月の集中豪雨により、0.13haの崩壊地が発生、崩
落土砂が不安定な状態で堆積している。

今後の降雨により堆積土砂が流出し、崩壊地が拡大する恐れがあるため、崩壊
地の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

山腹工 0.13 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 18,390千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,336千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 83,369千円

計 84,705千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.61

評価結果
・必要性： 崩落土砂が、小綱木川付近まで不安定に堆積しており、今後の降雨

等により、堆積土砂が下流域に流出し被害を及ぼす恐れがあることか
ら、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の安定が図られ、下流域への土砂の
流出を防止されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度(2年間)

事業実施地区名 小栗田沢 事業実施主体 関東森林管理局(おぐりだざわ)

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署 村上支署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県北部に位置し、単位流域村上の三面川に注ぐ門前川の支流
小栗田沢である。当該流域は渓岸侵食等の発生により多量の土砂が不安定な状態
で堆積している。渓流内の既設治山ダムはいずれも満砂状態となっており、近年
は降雨による増水時に多量の土砂を流出しているため、荒廃渓流の復旧を実施し
保安林機能の向上と併せ民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 2 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 55,308千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 19,156千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 493,211千円

計 512,367千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 9.26

評価結果
・必要性： 渓流内に不安定土砂が多量に堆積しており、今後の降雨等により、

下流域への土砂の流出及び県道等保全対象に被害拡大を及ぼす恐れが
あることから、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、渓床の不安定土砂の安定が図られ、下流域
への土砂の流出及び保全対象への被害拡大の防止が図られることか
ら、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １０８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間）

事業実施地区名 杉野沢 事業実施主体 関東森林管理局(すぎのさわ)

（都道府県名） （新潟県） 上越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、新潟県中西部の関川支流真川の中流部に位置し、これまでの梅雨
前線豪雨時等の異常出水により当該真川両岸の渓岸が大きく侵食されたことか
ら、下流域の市道並び林地への被害が懸念される。このため不安定土砂の流出防
止を実施することにより、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図るものであ
る。

・主な事業内容

渓間工 1 基
護岸工 4 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 346,352千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 57,048千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 803,498千円

計 860,546千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.48

評価結果
・必要性： 真川両岸の渓岸が大きく侵食されており、今後放置しておくと下流

の市道に大きな被害が予想されることや周辺林地への土砂等の流出が
懸念され、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓岸の侵食は無くなり河川が安定され、下流
の市道並びに林地への被害はなくなることから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １０９

事 前 評 価 個 表

事業名 予防治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 犬麦平 事業実施主体 関東森林管理局(いぬむぎだいら)

（都道府県名） （群馬県） 吾妻森林管理署

事業の概要・目的 当該地域は群馬県北西部に位置し、四万川支流の権現沢左岸にあたる。当該箇
所は急峻な岩壁地であり、直下には宿泊施設、民家及び国道が近接しており、過
去に宿泊施設が落石により被害を受け、今後も落石及び崩落等の危険があること
から地元から安全対策について強い要望がある。

このため、落石防護工を実施し、保安林機能の向上と併せ民生の安定を図るも
のである。

・主な事業内容

山腹工 0.10 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 33,800千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,507千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 232,234千円

計 236,741千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.00

評価結果
・必要性： 崩落危険斜面の防護対策を図るため当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、崩落危険斜面の安定と直下の保全対象の保
全、土砂崩壊防備保安林、保健保安林の機能維持、向上が図られるこ
とから有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に適合した効果的、効率的な工種を採用し
ており、効率性は認められる



別紙2
整理番号 １１０

事 前 評 価 個 表

事業名 限界状態設計法等実証（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度(2年間）

事業実施地区名 矢川 事業実施主体 関東森林管理局(やがわ)

（都道府県名） （群馬県） 群馬森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県最西端部に位置し、鏑川支流矢川の上流部に当たり、山腹
崩壊等の発生により渓床には多量の不安定土砂や流木が堆積している地区であ
る。今後降雨等により、それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐れがある
ため、早期に荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を
図るものである。

なお、当該箇所における限界状態設計法等実証事業については、今後の治山施
設の性能設計化へ向けての実証事業である。

・主な事業内容

渓間工 2 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 48,267千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 11,327千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 309,357千円

計 320,684千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.64

評価結果
・必要性： 渓床には多量の不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出

もみられること及び過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることか
ら、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１１

事 前 評 価 個 表

事業名 水源流域広域保全（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（5年間）

事業実施地区名 摺上川 事業実施主体 関東森林管理局(すりかみがわ)

（都道府県名） （福島県） 福島森林管理署

事業の概要・目的 当該事業は福島市内11町の水ガメである摺上川ダム上流の荒廃地の復旧、土砂
流出の防止及び森林整備を行い、水源涵養機能、国土保全機能等、保安林機能の
向上と併せて民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 14 基
山 腹 工 0.81 ha
森林整備 360 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 522,767千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,787,756千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 7,658,291千円

計 10,446,047千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 19.98

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 渓床には多量の不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出

もみられること及び過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることか
ら、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１２

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 ワラビ窪 事業実施主体 関東森林管理局(わらびくぼ)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は福島県大沼郡昭和村の東部に位置し100haに及ぶ保安林内である。
当該箇所は、建設機械等の搬入が地形的に困難な箇所で、これまでも小崩壊が

発生しているが復旧対策遅れている地区である。
当該箇所は森林の公益的機能の発揮に向けて、本数調整伐、中丸太積土留工、

丸太積土留工、丸太筋工、丸太法枠工、植生ネット伏工など簡易な工法を採用
し、保安林整備を図り保安林機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.02 ha
本数調整伐 20.00 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,615千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 93,330千円

山地保全便益 89,640千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 182,970千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 19.03

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 山腹崩壊による堆積土砂は依然として不安定な状況にあり、降雨に

よる土砂の流出も見受けられる。今後の予期せぬ集中豪雨により、山
腹の拡大崩壊及び不安定土砂流出の恐れがあり、再度下流域に被害を
及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、不安定土砂の安定と土砂流出の防止が図ら
れ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１３

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林) 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 不動沢 事業実施主体 関東森林管理局(ふどうさわ)

（都道府県名） (福島県) 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は福島県大沼郡昭和村の東部に位置しており70haに及ぶ保安林内であ
る。

当該箇所は建設機械等の搬入が地形的に困難な箇所で、これまでも小崩壊が発
生しているが復旧対策が遅れている地区である。

当該箇所は森林の公益的機能の発揮に向けて、本数調整伐、中丸太積土留工、
丸太積土留工、丸太筋工、丸太法枠工、植生ネット伏工など簡易な工法を採用
し、保安林整備を図り保安林機能の維持向上を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.03 ha
本数調整伐 20.00 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 10,096千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 84,064千円

山地保全便益 80,705千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 164,769千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 16.32

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 山腹崩壊による堆積土砂は依然として不安定な状況にあり、降雨に

よる土砂の流出も見受けられる。今後の予期せぬ集中豪雨により、山
腹の拡大崩壊及び不安定土砂流出の恐れがあり、再度下流域に被害を
及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、不安定土砂の安定と土砂流出の防止が図ら
れ、国土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１４

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策(国有林） 事業計画期間 平成18年度(1年間)

事業実施地区名 大川原 事業実施主体 関東森林管理局(おおかわら)

（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は2級河川熊川流域の源として重要な位置にあり水源かん養保安林に
指定されており、これらの地域から流出する土砂や流木等は流域全体に影響を及
ぼすものである。

当該地区は適切な森林整備・保全が遅れており、保安林機能を高める対策が早
急に必要であることから、簡易かつ効果的な治山施設の整備と針広混交林等への
再生のため森林整備を実施し荒廃森林の復旧を併せて図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.1 ｈa
本数調整伐 11.8 ｈa

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,615千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 139,897千円

山地保全便益 87,580千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 227,477千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 23.66

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 保安林機能を高めるため、山腹崩壊地及び荒廃森林に対して簡易か

つ効率的治山施設と森林整備を一体的に行うことにより保安林機能を
高め流域保全が図られることから当事業の実施は必要である。

・有効性： 当該事業の実施により、土砂の流出等の抑止が図られ、森林整備の
実施により健全な森林造成が図れることから、流域全体にわたる水源
かん養機能や土砂流出防止機能の高度発揮に資するものであり、有効
性は認められる。。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１５

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成18年度(1年間）奥地保安林保全緊急対策(国有林）

事業実施地区名 猿 畑 関東森林管理局(さるはた)
事業実施主体（都道府県名） （福島県） 磐城森林管理署

当該箇所は、双葉郡楢葉町の南西部に位置する、木戸川上流部に当たり山腹
崩壊等の発生により、多量の不安定土砂が今後の降雨等により流出し、それに
伴い下流域に被害が拡大する恐れがあるため、山腹崩壊の復旧を実施し、保安
林機能の向上と併せ、民生の安定を図るものである。

事業の概要・目的

・主な事業内容

山腹工 0.1 ha

総 費 用（Ｃ） 9,615千円

総 便 益（Ｂ）水源かん養便益 18,413千円

山 地 保 全 便 益 千円

環 境 保 全 便 益 千円費 用 対 効 果 分 析

災 害 防 止 便 益 39,749千円
計 58,162千円

分 析 結 果（Ｂ／Ｃ） 6.05

・必要性： 山腹崩壊等の発生により、今後多量の不安定土砂が降雨等により
流出し、下流域に被害が拡大する恐れがあるため、当該事業の実施
は必要である。

評 価 結 果 ・有効性： 当事業の実施により、山腹法面の安定が図られ、水土保全機能が
維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定
しており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１６

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成18年度(1年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 事業実施主体 関東森林管理局高楢川上流(たかならがわじょうりゅう）

（都道府県名） （群馬県） 群馬森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県東部に位置する、高楢川の支流に当たり、集中豪雨等の影
響により山腹崩壊地が発生したもので、山腹には不安定土砂等が堆積している。
今後降雨等により、それらの流出に伴い下流域に被害が拡大する恐れがあるた
め、早期に荒廃地の復旧及び森林整備を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生
の安定を図るものである。

・主な事業内容

山 腹 工 0.1 ha
本数調整伐 20.0 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 9,615千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 75,918千円

山地保全便益 76,955千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 152,873千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 15.90

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果
・必要性： 山腹崩壊の発生により、不安定土砂の堆積があり、今後多量の降雨

により流出し下流へ被害が拡大する恐れがあることから、当該事業の
実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１７

事 前 評 価 個 表

事業名 ） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林

事業実施地区名 地王堂沢 事業実施主体 関東森林管理局(じおうどうさわ)

（都道府県名） （新潟県） 中越森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、湯沢町南東部を流れる一級河川「地王堂沢」上流部に位置し、現在
までに他官庁の既設ダムを含め十数基の渓間工が配備されている。

しかし、どれもが満砂状態であり、河川内にはいまだ多量の不安定土砂が堆積
している状況である。また、上流部の山腹崩壊地からは現在も融雪等の影響で土
砂生産が続いていて下流域へ流出していることから、早急に復旧する必要があ
る。

また、上流域に広がる森林は保安林であると同時に下流「二居地区」の重要な
水源地帯であることから、森林整備事業により健全な森林を造成し、災害に強い
森林・水源機能の高い森林への移行を図る。

・主な事業内容

山 腹 工 1.69 ha
本数調整伐 99.07 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 76,021千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 26,657千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 166,917千円

計 193,574千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.55

評価結果
・必要性： 山腹崩壊等の発生により、今後多量の不安定土砂が降雨等により

流出し、下流域に被害が拡大する恐れがあるため、当該事業の実施
は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹法面の安定が図られ、水土保全機能が
維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１８

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間）

事業実施地区名 猿川 事業実施主体 関東森林管理局（さるかわ）

（都道府県名） （群馬県） 群馬森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、群馬県東部に位置し、渡良瀬川水系の上流、一級河川（河口川）
支流猿川流域に当たり、平成14年台風6号及び21号の集中豪雨によって発生し
た、山腹崩壊及び渓岸浸食により多量の不安定土砂が流下し、渓床には多量の不
安定土砂や流木が堆積した。今後の降雨等により、これら崩壊地の拡大及び不安
定土砂の土石流化による下流域へのさらなる被害が拡大する恐れがあるため、民
有林と国有林が一体となって早期に荒廃渓流の復旧を実施し、保安林機能の向上
と併せ、民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 8.0 基
山腹工 1.8 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 416,511千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 133,024千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 574,652千円

計 707,676千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.70

評価結果
・必要性： 渓床に多量の不安定土砂が堆積しており、現在も降雨による土砂の

流出がみられることや過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることか
ら、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹斜面及び渓床に堆積する土砂の安定が図
られ、水土保全機能が維持、向上されることから、有効性は認められ
る。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １１９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山 (国有林) 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 事業実施主体 関東森林管理局赤沢谷（あかさわたに）

（都道府県名） （埼玉県） 埼玉森林管理事務所

事業の概要・目的 当該地区は、平成16年10月に襲来した台風２２号の影響を受け山腹崩壊が発生
し、直下の林道及び沢沿いにある漁協管理の釣り場に被害を及ぼした箇所であ
る。

崩壊斜面は不安定な状態となっており、今後の豪雨等により崩壊面が拡大し崩
落土砂が流出する恐れがあり、下流保全対象へ被害を及ぼす恐れがあることか
ら、山腹崩壊地の拡大防止を図り土砂発生源を緑化復旧するものである。

・主な事業内容

山腹工 0.04 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 12,500千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,544千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 43,716千円

計 45,260千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.62

評価結果
・必要性： 崩壊斜面は不安定な状態となっており、降雨による土砂の流出もみ

られる。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、山腹崩壊の復旧が図られ、水源かん養機能が
維持、向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １２０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(5年間）

事業実施地区名 狩野川 事業実施主体 関東森林管理局（かのがわ）

（都道府県名） （静岡県） 伊豆森林管理署

事業の概要・目的 当該地は、平成16年10月に襲来した台風22号の影響を受け山腹崩壊が発生した
箇所である。

渓床には多量の不安定土砂が堆積しており今後の豪雨等により下流部へ流出す
る恐れがあり、下流保全対象へ被害を及ぼす恐れがあることから、渓間工を計画
し不安定土砂の移動の抑止と併せ、山腹崩壊地の拡大防止を図り土砂発生源を緑
化復旧するためものである。

・主な事業内容

渓間工 4 基
山腹工 0.83 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 195,315千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 67,246千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 972,939千円

計 1,040,185千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.33

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れる。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定及び山腹崩壊の復
旧が図られ、水源かん養機能が維持、向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １２１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成21年度（4年間）

事業実施地区名 白田川 事業実施主体 関東森林管理局（しらたがわ）

（都道府県名） （静岡県） 伊豆森林管理署

事業の概要・目的 当該地は、平成15年7月の集中豪雨の影響を受け、山腹崩壊が発生し渓流全体
に不安定土砂が堆積している状況である。また、豪雨により奈良本林道に多量の
土石が流出し林道及び林地被害が発生した箇所である。

渓床には多量の不安定土砂が堆積しており今後の豪雨等により下流部へ流出す
る恐れがあり、下流保全対象へ被害を及ぼす恐れがあることから、渓間工を計画
し不安定土砂の移動を抑止し、山腹崩壊地の拡大防止を図り土砂発生源を緑化復
旧するものである。

・主な事業内容

渓間工 6 基
山腹工 0.66 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 164,194千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 61,061千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 823,000千円

計 884,061千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.38

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れる。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定及び山腹崩壊の復
旧が図られ、水源かん養機能が維持、向上されることから、有効性は
認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １２２

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 泉 事業実施主体 関東森林管理局（いずみ）

（都道府県名） （静岡県） 伊豆森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、静岡県の伊豆半島を東西に分ける分水嶺である、十国峠から熱海
峠へと南に延びる稜線の東側で、千歳川の上流右岸側に位置する。

森林の現況は、スギ・ヒノキの人工林が93％を占めており成長は良好である
が、森林荒廃が進行している。また、台風や豪雨等の影響により、山腹崩壊や風
倒による森林被害により荒廃が拡大し、水源かん養機能の低下とともに崩壊地や
荒廃森林からの土砂流出により下流の保全対象に被害を与える恐れがある。

下流にある給水施設は、泉地区の熱海市水道の水源で、この施設に強く依存し
ている状況である。したがって、安定した良質な水源の恒久的な確保に資するた
めに、治山施設の整備及び荒廃森林の整備を行い、水源かん養機能の維持向上を
図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 2 基
山 腹 工 1.51 ha
森林整備 146.51 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 151,535千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 56,019千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 1,269,303千円

計 1,325,322千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.75

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れ、森林荒廃が進行している。
過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当該事業の実施

は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定及び山腹崩壊の復
旧が図られ、荒廃森林の整備が図られ、水源かん養機能が維持、向上
されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １２３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 柳沢支流 事業実施主体 関東森林管理局（やなぎさわしりゅう）

（都道府県名） （福島県） 会津森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福島県大沼郡昭和村を流れる柳沢の支流に位置している。
これまでの集中豪雨等により当該箇所の山腹が崩壊し、崩壊土砂が直下の柳沢

支流を流下し下流を通過している村道に流れ込み、通行止めなるなどの被害をも
たらしている。

現在も山腹崩壊地が拡大する傾向にあるため、今後の集中豪雨等により崩壊土
砂が流出し、下流域へ再度被害を与える恐れがある。

このことから、山腹崩壊地の復旧と渓流内に堆積している不安定土砂の流出防
止を図ることにより、保安林機能の向上と併せて民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓間工 2 基
山腹工 0.01 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 28,575千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,844千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 158,047千円

計 164,891千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.77

評価結果
・必要性： 崩壊箇所は依然として不安定な状況にある。 今後の予期せぬ集中

豪雨による、拡大崩壊及び崩壊土砂の流出の恐れがあり、再度下流域
に被害を及ぼさないためにも、当該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の安定と土砂流出の防止が図られ、国
土保全及び水土保全機能が維持向上されることから、有効性は認めら
れる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



別紙2
整理番号 １２４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山(国有林) 事業計画期間 平成18年度～平成19年度（2年間）

事業実施地区名 安野川支流 事業実施主体 関東森林管理局（あんのがわしりゅう）

（都道府県名） （新潟県） 下越森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、阿賀野市の北東部にあたり、阿賀野川へ注ぐ安野川の支流に位置
している。

当該箇所の渓床には、上流部の山腹崩壊による不安定土砂が堆積している。
今後の集中豪雨等により、これらの堆積土砂が一気に有害土砂として流下し、

下流域に被害が拡大する恐れがあるため、不安定土砂の流出と併せて荒廃渓流の
復旧を実施し、保安林機能の向上と併せ、民生の安定を図るものである。

・主な事業内容

渓 間 工 1 基
資材運搬路 335 ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 43,121千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 13,096千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 334,067千円

計 347,163千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 8.05

評価結果
・必要性： 渓床には不安定土砂が堆積しており、降雨による土砂の流出もみら

れるとともに、過去に下流へ被害を及ぼした経緯もあることから、当
該事業の実施は必要である。

・有効性： 当事業の実施により、渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保
全機能が維持向上されることから、有効性は認められる。

・効率性： 計画に当たっては、現地に応じ最も効果的・効率的な工種を選定し
ており、効率性は認められる。



整理番号 １２５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～27年度（10年間）

事業実施地区名 松尾谷（まつおだに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （富山県） 富山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、富山県中新川郡立山町の南部、かつての立山火山の浸食カルデラ内
に位置し、火山性の脆弱な地質構造に加えて豪雪地域のため荒廃が進み、崩壊地
が広く分布している。昭和30年代から治山事業が進められていたが、昭和44年8
月の集中豪雨により、土石流が発生する等大規模な災害が発生した。この災害に
より現地へのアクセスが困難となっていたが、下流部から国土交通省の砂防事業
が進捗し、最近になり国有林へのアクセスが可能な状況となった。
このため、国土交通省の砂防事業との連携を図りつつ、山脚の固定と渓流内の

不安定土砂の流出を防止し、千寿ヶ原地区等下流域の保全及び保安林機能の増進
を図ることを目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容
渓間工 15基（新設9基 補修6基）
資材運搬路 1,000ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７３５，９１９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３３，５９３（千円）

災害防止便益 ４，３５１，６１２（千円）

計 ４，３８５，２０５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．９６

評価結果 ・必要性： 過去に大きな災害が発生した箇所であり、荒廃の規模も大きく放置
すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生により
下流に被害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定
と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもの
であり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（１年間）

事業実施地区名 小屋崎谷（こやさきだに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （富山県） 富山森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、富山県南砺市の南西部に位置し、小矢部川の源流となる最上流域で
ある。地質は白亜紀－古第三紀の酸性火山岩類等から構成され風化が進んでい
る。平成16年9月の台風21号にともなう集中豪雨により新生崩壊が発生し、崩壊
土砂が渓流に流出した。崩壊地は現在も雪崩、降雨の度に拡大浸食を続けてお
り、渓流内に不安定土砂の堆積が進み濁水が発生するなど下流に影響を及ぼして
いる。
このため、山腹崩壊地の拡大にともなう土砂の流出を防止し、刀利ダム等下流

域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するものであ
る。

主な事業内容
山腹工 0.22ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６９，８０８（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３，８２９（千円）

災害防止便益 ２１４，６０７（千円）

計 ２１８，４３６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１３

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の
際に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 小沢川（おざわがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 伊那谷総合治山事業所

事業の概要・目的 当地区は、長野県飯田市の東部（旧上村の北部）に位置し、程野地区の重要な
水源地域となっている。地質は主に三波川帯の蛇紋岩類で、急涯地形に加えて戸
台構造線等断層が入り組んだ複雑な地質構造となっており、凍結、融解等の寒冷
作用に加えて局所的な集中豪雨によって崩壊地の拡大、地表面の浸食が進行して
いる。平成12年8月の集中豪雨及び平成16年8月の台風15号による集中豪雨によっ
て土砂等が水道施設に流入し濁水等の被害が発生した。
このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、程野地

区等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

・主な事業内容 山腹工 1.03ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２１，３４４（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ５，２９５（千円）

災害防止便益 ７１３，０５１（千円）

計 ７１８，３４６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５.９２

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧により下流域の保全を図るた
め実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（５年間）

事業実施地区名 園原川（そのはらがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (長野県) 伊那谷総合治山事業所

事業の概要・目的 当地区は、長野県下伊那郡阿智村の西端部に位置し、中央アルプス恵那山を源
とする園原川上流部の高山地帯である。急峻な地形と流紋岩類・花崗岩類等から
構成される脆弱な地質構造のため、荒廃が進み土砂生産が著しい。平成15年10月
の秋雨前線にともなう集中豪雨で山腹崩壊が進行し渓床浸食を伴って土石流が発
生し林道決壊が相次ぐ災害が発生した。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、園原地区等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 3基
山腹工 1.79ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５５，７５８（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３５，６９０（千円）

災害防止便益 ５０２，４４０（千円）

計 ５３８，１３０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．１０

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １２９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１９年度（2年間）

事業実施地区名 馬曲川２（まぐせがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 北信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県下高井郡木島平村東部に位置し、浸食が進んだ壮年期の急峻
な地形を呈している。豪雪地帯であり、融雪期に発生する地下水型の大規模な崩
壊地や雪崩等の表面浸食による比較的規模の小さい崩壊地が点在し、土砂の生産
量が多い地区である。平成１５年５月の融雪災害により、大規模な地すべり性崩
壊が発生し、崩壊土砂は千曲川との合流付近まで達した。崩壊地内と渓床内に多
量の不安定土砂が堆積したため、平成１６年度に災害関連緊急治山事業により渓
間工及び山腹工を施工したところであるが、現在も下流の渓床内には相当量の不
安定土砂が堆積しており、このまま放置すると今後の降雨時に流出し下流に被害
を与える恐れが高まっている。
このため、山脚の固定と不安定に堆積している土砂の流出を防止し、馬曲・平

沢地区等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施す
るものである。

主な事業内容 渓間工 3基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９５,０４４（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １９,０３５（千円）

災害防止便益 ６６２,８７７（千円）

計 ６８１,９１２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ７．１７

評価結果 ・必要性： 平成15年に大きな災害が発生した箇所であり、放置すると今後の集
中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生により下流に被害を与
える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２３年度（６年間）

事業実施地区名 保科山（ほしなやま） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 北信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県長野市南東部に位置し、地域一帯は浸食が進んだ壮年期地形
であり急峻で大小の崩壊地が数多く点在し土砂の生産量も多い地区である。平成
14年6月の梅雨前線豪雨、平成16年10月の台風に伴う集中豪雨により、村松沢支
流及びゴロコバ沢において相次いで新生崩壊が発生し、崩壊土砂が下流に流出し
渓床内に不安定な形で大量に堆積するとともに、その一部が県道に流出する被害
が発生した。このまま放置すると、今後の降雨時等の際に流出し下流に被害を与
える恐れが高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、県道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 10基
山腹工 0.80ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２６７,７６０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ７３,４１３（千円）

災害防止便益 ７９４,８４１（千円）

計 ８６８,２５４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２４

評価結果 ・必要性： 地区内には県道長野菅平線が通っており通行量も多く、不安定土砂
の状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不
安定土砂が流出し被害を与える恐れが高い。このため、山腹崩壊地の
復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域
の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（1年間）

事業実施地区名 掛札川（かけふだがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 北信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県長野市戸隠の戸隠連峰西岳の南東斜面に位置し、鋭い尾根と
断崖絶壁の急斜面からなる浸食が進んだ満壮年期地形を呈している。地質は第三
紀層の凝灰角礫岩等で構成され、特殊崩壊地や渓岸崩壊地が点在する等荒廃が進
んでいる。豪雨・融雪の際には土砂の生産が著しく、流出土砂により当地区内に
設置されている旧鬼無里村営簡易水道取入施設が度々被害を受ける状況にある。
この施設は旧村内東部地域の水道水源として利用されているが、他に取水できる
水源が無いため、地域住民の生活に欠くことの出来ない重要な施設である。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、水道

施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容 渓間工 1基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９,７７９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２,６８５（千円）

災害防止便益 ７８,２４８（千円）

計 ８０,９３３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．０９

評価結果 ・必要性： 重要な保全対象である水道施設があり、不安定土砂の状況等から、
放置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生に
より被害を与える恐れが高く、地元からも復旧を要望されている。こ
のため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流
域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成１９年度（２年間）

事業実施地区名 大白川（Ⅰ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （おおしらかわ） 中信森林管理署

長野県

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市安曇地区に位置し、地区一帯は松本市街地と上高地地
区の中間に位置する。地質は風化作用の進んだ黒雲母花崗岩類で構成され、脆弱
で集中豪雨等の際に上流からの土砂礫が流下し渓床内への堆積が進んでいる。平
成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により土石流が発生し、沢沿いの大白
川林道が決壊して通行止めとなる被害が発生した。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、林道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容： 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４７，１５２（千円）

総 便 益（Ｂ）

水源かん養便益 ２３，２１０（千円）

災害防止便益 ２６１，９８０（千円）

計 ２８５，１９０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．０５

評価結果 ・必要性： 渓岸浸食の進行などで渓床に不安定な土砂堆積がみられ、土砂の流
下により下流の林道に被害が発生しており、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し、被害を与える恐れが
高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止
し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂を固定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２１年度（４年間）

事業実施地区名 浦川（Ⅳ）（うらかわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県北安曇郡小谷村西部に位置し、地質は安山岩類や火山灰及び
火山砕屑物等から構成され、糸魚川－静岡構造線等の断層の影響を受け脆弱であ
る。上流には稗田山の大崩壊地があり土砂生産が多く、頻繁に土石流が発生する
等、非常に荒廃が進んでいる地域である。平成16年10月の台風23号にともなう集
中豪雨により土石流が発生し、村道の路肩が決壊する等の被害が発生した。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、村道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容： 渓間工 5基
山腹工 0.10ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０８，８９７（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２１，８４３（千円）

災害防止便益 ３３３，２２０（千円）

計 ３５５，０６３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．２６

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（３年間）

事業実施地区名 白水沢（しらみずさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県安曇野市穂高の西部に位置し、地質は風化作用の進んだ黒雲
母花崗岩類等で構成されて、脆弱で荒廃が進んでいる。平成16年10月の台風23号
にともなう集中豪雨により、土石流や山腹崩壊が発生し、県道槍ヶ岳・矢村線に
土砂が押し出し通行止めとなり、上流域にある中房温泉の観光客が一時取り残さ
れる等の災害が発生した。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、県道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 ３基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６２，４９２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３５，５０１（千円）

災害防止便益 １７２，４３０（千円）

計 ２０７，９３１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３３

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂等の状況から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（５年間）

事業実施地区名 合戦沢（がっせんさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 長野県 中信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県安曇野市穂高の西部に位置し、北アルプス表銀座の登山口と
して入り込み者の多い地区である。地質は風化作用の進んだ黒雲母花崗岩類等で
構成され、脆弱で荒廃が進んでいる。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪
雨等により、崩壊地が拡大崩壊する等により渓床には不安定土砂の堆積が進んで
いる。このまま放置すると直下にある中房温泉に被害を与える危険が高まってい
る。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、温泉施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工５基
山腹工0.35ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９７，３６６（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １５，８９０（千円）

災害防止便益 ４６４，０８６（千円）

計 ４７９，９７６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４３

評価結果 ・必要性： 直下に温泉施設があり、また登山口として年間を通して入込者が多
く、崩壊地の状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地
の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。このた
め、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 黒川上流（Ⅰ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （くろかわじょうりゅう） 中信森林管理署

長野県

事業の概要・目的 当地区は、長野県松本市奈川地区に位置し、地区一帯は乗鞍岳などに囲まれて
いる。地質は古生層の粘板岩等が主体で、乗鞍・焼岳火山噴出物や安山岩などが
これを被覆している。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により、土石
流が発生し、奈川・黒川林道などに土砂が流出し通行止めとなる被害が発生し
た。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、併用

林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養防止便益 １１，６２２（千円）

災害防止便益 ６４，０７２（千円）

計 ７５，６９４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９４

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（１年間）

事業実施地区名 茶臼山（ちゃうすやま） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県小県郡長和町の西側に位置し、美ヶ原高原の南東斜面に広が
る地区である。ほぼ全域が国定公園に指定され、地区内には県道やビーナスライ
ンが走っていることから、山岳景観を求めドライブ、ハイキング等に多くの人が
訪れている。平成16年9月の秋雨前線にともなう局地的な集中豪雨により、山腹
崩壊が発生し土石流となって流下し、下流のビーナスラインへ土砂が押し出し通
行止めとなる被害が発生した。このため、災害関連緊急治山事業により渓間工を
実施し復旧を図ったところであるが、渓床内には依然として不安定土砂が多く堆
積し、再び下流域に被害を与える危険性が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、県道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２，１１５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，７７８（千円）

災害防止便益 ３１，７９４（千円）

計 ３４，５７２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５６

評価結果 ・必要性： 平成16年に大きな災害が発生した箇所であり、放置すると今後の集
中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生により下流に被害を与
える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成21年度（４年間）

事業実施地区名 半過山１（はんかやま） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上田市の北西に位置し、三ッ頭山、城山の東斜面に広がる地
区で、下流直下には県道や集落、農地等があり重要な保全対象に近接した地区で
ある。地質はひん岩、泥岩・砂岩・礫岩、凝灰岩等で構成され脆弱で風化が進ん
でいる。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生、
渓岸浸食を引き起こし土石流となって流下し、下流の田畑等に多量の土砂が流出
する被害が発生した。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、県道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 ７基
山腹工 0.15ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６７，７０７（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １１，３３３（千円）

災害防止便益 ３６２，６２４（千円）

計 ３７３，９５７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．５２

評価結果 ・必要性： 重要な保全対象に近接しており、不安定土砂の状況等から、放置す
ると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害
を与える恐れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山
脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施
するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １３９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 所窪沢（ところくぼさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県小県郡真田町の北西部に位置し、地質は火山砕屑岩類で構成
され渓岸浸食が進んでいる。地区内には県道長野真田線が縦断するなど、重要な
保全対象に近接した区域である。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨に
より土石流が発生し、直下を通る県道を決壊させる被害が発生した。渓床内に
は、大量の不安定土砂が堆積しており、放置すれば豪雨時には再び土石流となっ
て流下し、下流域に被害を与える危険性が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、県道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１，５３８（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １，９８８（千円）

災害防止便益 ５７，８８８（千円）

計 ５９，８７６（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．１９

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（５年間）

事業実施地区名 和熊川（わくまがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 東信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県小県郡真田町の東部に位置し、群馬県境に接する湯ノ丸山と
鳥居峠を結ぶ稜線の西斜面に展開する地区である。地質は火山砕屑岩類で構成さ
れ山腹崩壊や渓岸浸食が発生する等荒廃が進んでいる。下流には大日向集落や国
道144号線が通る等、重要な保全対象に近接した区域である。平成13年9月の台風
15号や平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨等により崩壊地の拡大崩壊や
土石流の発生による渓岸荒廃が進み、渓床には不安定な状態で土砂が堆積してお
り、放置すれば集中豪雨により流出し下流域に被害を与える危険性が高まってい
る。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 7基
山腹工 0.28ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４４，３１３（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３６，３２２（千円）

国土保全便益 ４７３，０９５（千円）

計 ５０９，４１７（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．５３

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成27年度（10年間）

事業実施地区名 笹ヶ平１(ささがたいら) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上伊那郡長谷村の北部に位置している。中央構造線東側の戸
台構造線沿いに位置するため、破砕作用を受けた脆弱な地質構造であり、山腹崩
壊や渓岸浸食等の荒廃が進んでいる。平成17年7月の梅雨前線にともなう豪雨に
より崩壊地が拡大するとともに渓床内には不安定土砂の堆積が進んだ。このまま
放置するとさらなる拡大崩壊や土石流等の発生により下流域に被害を与える危険
性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、併用林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 4基
山腹工 2.84ｈａ
運搬路 150ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３０８，７３９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４３，８１９（千円）

災害防止便益 ４３５，５７３（千円）

計 ４７９，３９２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５５

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 西風巻谷１(にしかざまきたに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長野県上伊那郡長谷村の南部に位置し、戸台、仏像の両構造線の
間に挟まれ、破砕作用を受けた複雑かつ脆弱な地質構造であり、山腹崩壊や渓岸
浸食等荒廃が進んでいる。平成17年7月の梅雨前線による豪雨等により、渓岸浸
食による荒廃が拡大し、流出土砂が不安定な状態で渓流内に堆積した。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、併用

林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容 渓間工 1基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８，４６２（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２２，９０５（千円）

災害防止便益 ２３４，７１８（千円）

計 ２５７，６２３（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．７０

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（5年間）

事業実施地区名 東谷(ひがしたに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 南信森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県上伊那郡長谷村の北部に位置している。中央構造線東側の戸
台構造線沿いに位置するため、破砕作用を受けた脆弱な地質構造であり、山腹崩
壊や渓岸浸食等の荒廃が進んでいる。平成17年7月の梅雨前線にともなう豪雨に
より崩壊地が拡大するとともに渓床内には不安定土砂の堆積が進んだ。このまま
放置するとさらなる拡大崩壊や土石流等の発生により下流域に被害を与える危険
性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、併用林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 1基
山腹工 0.85ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０６，９１９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３１，２８９（千円）

災害防止便益 ４３５，５７３（千円）

計 ４６６，８６２（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２６

評価結果 ・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成24年度（７年間）

事業実施地区名 奈良井１６（ならい） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県塩尻市の南部、信濃川水系・奈良井川の最上流に位置してい
る。地質は花崗岩類、変成岩類で構成され、地形は急峻であるが、安定している
地区であった。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により新たな山腹崩
壊が発生し土砂が流出し、木曽谷から分水嶺を越えて伊那谷に灌漑用水を供給し
ていた「木曽山用水」の施設を損壊させるとともに、奈良井林道を寸断させる等
の被害が発生した。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、農業用水施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ること
を目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 12基
山腹工 0.23ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２１３，４１５（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４２，５８６（千円）

国土保全便益 ５４３，２９４（千円）

計 ５８５，８８０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．７５

・必要性： 下流の木曽山用水等の保全に対する要望が強く、放置すると今後の
集中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与
える恐れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の
固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施する
ものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成27年度（10年間）

事業実施地区名 小木曽２０（おぎそ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡木祖村の北部、木曽川の源流ともなる味噌川の最上流
に位置している。地質は、中・古生層の粘板岩、砂岩、泥岩等で構成され、砂岩
と泥岩が互層をなしている等、脆弱な地質であり荒廃が進んでいる。平成16年10
月の台風23号にともなう集中豪雨により新たな山腹崩壊が発生し、下流に被害は
なかったものの河床には流出土砂が不安定な状態で堆積が進んだ。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工6基
山腹工0.91ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２６３，６３０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ９６，０４１（千円）

国土保全便益 ７３８，９０９（千円）

計 ８３４，９５０（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．１７

・必要性： 地質的に脆弱な地域で荒廃が進んでおり、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成23年度（６年間）

事業実施地区名 伝上川（でんじょうがわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡王滝村の北西部に位置し、昭和59年9月の長野県西部
地震の際に大規模な崩壊と土石流が発生し被災した箇所である。平成15年度まで
に隣接する濁川地区や中下流部は復旧が図られてきたが、上流部にはまだ不安定
な残留土砂が多量に堆積している。このまま放置すると拡大崩壊や土石流等の発
生により下流域に被害を与える危険性が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、村道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 3基
護岸工 697ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３８，８３０（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２５，８６６（千円）

災害防止便益 ２７７，５５８（千円）

計 ３０３，４２４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．２７

・必要性： 過去に大きな災害が発生した箇所であり、荒廃の規模も大きく、放
置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生によ
り下流に被害を与える恐れが高く、地元からも復旧を要望されてい
る。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止
し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認めら
れる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度（２年間）

事業実施地区名 駒ヶ岳10（こまがたけ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡上松町の東部、中央アルプスの西側斜面に位置してお
り、急峻で狭隘なＶ字谷を形成している。地質は、風化作用を受けた花崗岩や粘
板岩から構成されているため脆弱で荒廃が進み土砂の生産が多く、不安定土砂の
堆積が進んでいる。平成15年4月の融雪にともない土石流が発生し、多量の土砂
が下流の農業用水施設に流入する被害が発生した。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、東野

集落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施する
ものである。

主な事業内容 渓間工２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ８５，８３６（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２６，２７６（千円）

災害防止便益 ３３９，７１５（千円）

計 ３６５，９９１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．２６

・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（1年間）

事業実施地区名 柿其11（かきぞれ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の西部に位置し、地質は濃飛流紋岩類で構成
され、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進んでいる。平成
15年の台風10号により、ナメリ沢林道上流部において新生崩壊が発生し、崩落土
砂が土石流となって流下し、下流のナメリ沢林道が決壊する被害が発生した。現
在も渓床内には不安定土砂が多量に堆積している。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、林道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９，２３１ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １７，６５７ （千円）

災害防止便益 ２１，７７９ （千円）

計 ３９，４３６ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．０５

・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １４９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（1年間）

事業実施地区名 阿寺15（あでら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の西部に位置し、地質は濃飛流紋岩類で構成さ
れ、節理が発達し脆弱なため、崩壊が多く発生する等荒廃が進んでいる。平成11
年の梅雨前線にともなう集中豪雨では、土石流が発生し樽ヶ沢林道を決壊させる
被害が発生した。また、その後平成15年７月の梅雨前線豪雨、平成16年8月の台
風にともなう集中豪雨の際に土石流が発生し、被害はなかったものの渓床内には
多量の土砂が不安定な状態で堆積が進み、今後の豪雨等により再度流出し下流域
に被害を及ぼす危険性が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、林道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 ２基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４，６１５ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １６，６３８ （千円）

災害防止便益 １００，１８２ （千円）

計 １１６，８２０ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．３７

・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える
恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出
を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分
認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度（２年間）

事業実施地区名 南蘭15（みなみあららぎ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡南木曽町の南部に位置し、地質は風化の進んだ粗粒な
花崗岩類で構成され非常に脆弱である。木曽山地の急峻な地形等による局地的な
豪雨が多発しやすい地区であり、荒廃が進んでいる。平成15・16年の梅雨前線や
度重なる台風にともなう集中豪雨により崩壊地の発生や渓岸荒廃が進行し、流出
した土砂は渓床内に多量の不安定土砂となって堆積しており、下流域へ流下する
恐れが年々高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、林道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主要な事業内容 渓間工 2基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４９，８８９ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ８，４３３ （千円）

災害防止便益 ８９，２９２ （千円）

計 ９７，７２５ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．９６

・必要性： 花崗岩が風化したマサ土地帯で荒廃が進んでいる地区であり、放置
すると今後の集中豪雨等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により
下流に被害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の固定
と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもの
であり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成19年度（２年間）

事業実施地区名 伊奈川19（いながわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （長野県） 木曽森林管理署 南木曽支署

事業の概要・目的 当地区は、長野県木曽郡大桑村の東部に位置し、地質は風化の進んだ粗粒な花
崗岩類で構成され非常に脆弱である。木曽山地の急峻な地形等による局地的な豪
雨が多発しやすい地区であり、表層滑落型の崩壊が点在する等荒廃が進んでい
る。平成15･16年の度重なる台風にともなう集中豪雨により新生崩壊が発生し越
百川併用林道に土砂が押し出し通行止めにする被害が発生した。
このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、併用林

道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容 山腹工 0.40ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ５２，３３０ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ６，２２７ （千円）

災害防止便益 ７５，４８０ （千円）

計 ８１，７０７ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．５６

・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり、
自然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に
崩壊地の拡大等により下流に被害を与える恐れが高い。このため、山
腹崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり、
必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(５年間)

事業実施地区名 池ケ洞（塩蔵谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (いけがほら(しおぞうだに)) 飛騨森林管理署

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の東部に位置し、乗鞍岳山頂から西方向に延びる稜線
に源を発し飛騨川と合流する流域である。付近一帯は断層の破砕作用の影響で脆
弱な地質構造となっており、下流域は両岸が切り立った箇所が多く、いたるとこ
ろで大きく曲流し、渓岸浸食・崩壊が発生し荒廃が進んでいる。平成11年９月の
台風16号にともなう集中豪雨では、当地区下流部で大規模な拡大崩壊が発生し、
崩壊土砂が下流の発電用取水施設付近まで達する被害をもたらした。また、平成
16年10月発生の台風23号に伴う集中豪雨では、直接被害は発生しなかったもの
の、渓岸浸食によって発生した流出土砂が不安定な状態で渓床に堆積しており、
土砂災害の危険性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、温泉施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 3基
山腹工 0.34 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １９９，８３９ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ８１，４７２ （千円）

災害防止便益 ４００，８４２ （千円）

計 ４８２，３１４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．４１

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(５年間)

事業実施地区名 鎌ヶ峰(かまがみね) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （岐 阜 県） 飛騨森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の南東部に位置し、乗鞍岳と御岳山のほぼ中間にあた
る県境を成す稜線を水源とする流域である。地質は、中・古生層の火山岩類が主
体に構成され、凍結融解等による風化が進み脆弱で荒廃が進んでいる。平成16年
10月の台風23号にともなう集中豪雨により、上流域で山腹崩壊による土石流が発
生し、既設谷止工を倒壊させるとともに、下流の日和田川沿いの農耕地等に土砂
を流出させる被害が発生した。被災した治山施設は平成17年度に施設災害復旧工
事を実施し機能を回復しているが、流域内には不安定土砂の堆積帯が見られるた
め、下流域は土砂災害の危険性が極めて高くなっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、日和田集落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを
目的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 3 基
山腹工 0.19 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ９３，２３０ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １１，６４３ （千円）

災害防止便益 １９５，５３１ （千円）

計 ２０７，１７４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２．２２

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度(５年間)

事業実施地区名 下佐谷（弓折谷） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (しもさだに(ゆみおりだに)) 飛騨森林管理署

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市北東部の笠ヶ岳西側稜線に続く南西斜面に位置し、地
形は傾斜30度以上の大起伏山地によって占められている。地質は、花崗岩類、流
紋岩類等で構成され、凍結融解等による風化が進み脆弱で大規模な崩壊地が存在
している。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨の際、支渓上流部の崩壊
地の拡大崩壊により土石流が発生し、流出土砂が発電用水取水施設の直近まで達
した。支渓流域内には土石流に伴う渓岸浸食や不安定土砂の堆積が進み、下流域
は土砂災害の危険性が極めて高くなっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、発電施設等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 2基
山腹工 1.00 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２０２，６７３ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２７，６０３ （千円）

災害防止便益 １，２４３，８６１ （千円）

計 １，２７１，４６４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．２７

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地からの土砂生産の状況や、渓床に堆積する不安定土砂の
状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊地の拡大や不安
定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹崩壊
地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止し、下
流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成27年度(１０年間)

事業実施地区名 黒内(ふくろ洞支渓) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (くろうち(ふくろぼらしけい)) 飛騨森林管理署

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県飛騨市の西部に位置し、比較的急峻な中小の起伏地形を呈し
ている。地質は濃飛流紋岩類で構成され、活断層の影響を受けて破砕作用が著し
いため、脆弱で荒廃が進んでいる。平成11年９月の台風16号にともなう集中豪雨
では、上流部の稜線付近に発生した大規模崩壊地が引き金となった土石流によっ
て下流の黒内集落では人家に土砂が流入する等大きな被害が発生した。土石流の
発生源である国有林の渓流には、不安定土砂や流木が大量に堆積していたため、
資材搬入が可能であった隣接する区域では災害関連緊急事業等による復旧工事を
継続実施してきたが、当地区は資材運搬路が無かったことや、下流域工事との調
整等の理由から復旧事業を見合わせていたところである。平成16年10月の台風23
号にともなう集中豪雨では、直接被害の発生は無かったものの、崩壊地の拡大崩
壊等により不安定土砂の堆積が進み、下流域に被害をもたらす危険性が極めて高
くなっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、黒内集落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓 間 工 ６ 基
山 腹 工 0.11 ha
資材運搬路 1,500 ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２３，８８５ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １４，４０７ （千円）

災害防止便益 ９８３，１６１ （千円）

計 ９９７，５６８ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．４６

評価結果 ・必要性： 平成11年には下流の集落が大きな被害を受けた箇所であり、渓床に
堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪雨等の際
に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高
い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必
要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(５年間)

事業実施地区名 保木脇(瓜巣) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (ほきわき(うりす)) 飛騨森林管理署

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県高山市の北西に位置し、比較的急峻な中小の起伏地形を呈し
ており、地質は濃飛流紋岩等で構成されている。地区内は顕著な崩壊地も無く、
渓流及び山腹斜面は比較的安定していたが、平成16年10月の台風23号にともなう
集中豪雨により、多数の山腹崩壊が発生するとともに土石流が発生し、直下の簡
易水道施設・県道・人家等に土砂が押し出す大きな被害が発生した。緊急性の高
い渓間工及び山腹工については平成17年度に災害関連緊急治山事業により復旧工
事を実施したが、上流部斜面には崩壊地が残存しており、今後の融雪・梅雨期等
の集中豪雨により拡大し下流域へ再び土砂災害を発生させる危険性が高まってい
る。
このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、瓜巣集

落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容 山腹工 0.15 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２６，７１１ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，４５２ （千円）

災害防止便益 ２４５，２６２ （千円）

計 ２４７，７１４ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９．２７

評価結果 ・必要性： 平成１６年には下流の水道施設・人家・県道等が大きな被害を受け
ており、崩壊地の状況等から放置すると今後の集中豪雨等の際に崩壊
地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。この
ため、山腹崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するもの
であり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度(５年間)

事業実施地区名 大白川(間名古谷) 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） (おおしらかわ(まなごだに)) 飛騨森林管理署

（岐 阜 県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県大野郡白川村の白山連峰北東側に位置している。地質は左岸
側が濃飛流紋岩、右岸側が白山火山岩類が分布しており、源流部の高山帯には大
規模な特殊荒廃地が多く荒廃が進んでいる。平成16年8月の台風16号にともなう
集中豪雨により、土石流が発生し県道白山公園線が通行止となる被害が発生し
た。緊急性の高い箇所については平成17年度に災害関連緊急治山事業により渓間
工を施工したところであるが、現在も下流の渓床内には相当量の不安定土砂が堆
積しており、このまま放置すると今後の降雨時に流出し下流に被害を与える恐れ
が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、県道

等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 4基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １４８，２２１ （千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 １７５，１４１ （千円）

災害防止便益 ４７１，９２７ （千円）

計 ６４７，０６８ （千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．３７

評価結果 ・必要性： 平成16年に県道が被害を受けた箇所であり、不安定土砂の状況等か
ら放置すると今後の集中豪雨等の際に渓岸崩壊の拡大や土石流の発生
により再度被害を与える恐れが高い。このため、渓間工により山脚の
固定と不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施する
ものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑
制され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １５８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（１年間）

事業実施地区名 川上（本谷下流） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （かおれ（ほんたにかりゅう）） 岐阜森林管理署

（岐阜県）

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県下呂市馬瀬北部に位置し、地形は急傾斜地が多く、地質は、濃
飛流紋岩類で断層などに影響されて基岩の割れ目や破砕が発達する等、荒廃が進ん
でいる。平成16年8月の台風16号にともなう集中豪雨により、山腹崩壊が発生し、
崩壊土砂が川上本谷まで達し、下流部にある養魚場の取水口が埋没する被害が発生
した。崩壊地下部には現在でも不安定土砂として堆積していることから、今後の降
雨等により山腹崩壊が拡大し土砂が流出し、下流域へ被害を与える危険性が高まっ
ている。
このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、奥川上集

落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 山腹工 0.25ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４１，３４６（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，１６２（千円）

災害防止便益 ２３５，５３７（千円）

計 ２３７，６９９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．７５

評価結果 ・必要性： 現在も崩壊地の拡大が進んでおり、放置すると今後の集中豪雨等の際
に崩壊地が拡大し下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹崩壊
地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十
分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制され
下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で
検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められ
る。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各
観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的
機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １５９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（３年間）

事業実施地区名 足打谷（あしうちだに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （岐阜県） 岐阜森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県揖斐郡揖斐川町の南端に位置し、地形は壮年期地形を有し、谷
は深く斜面の傾斜は急峻である。地質は、中・古生層の砂岩及び粘板岩の互層から
なり、樫原谷から当地区にかけて通っている樫原断層により破砕作用を受け脆弱な
地質構造となっている。平成16年10月の台風23号にともなう集中豪雨により、上流
部山腹に新生崩壊地が発生し、渓床に堆積した土砂と共に多量の土砂が流出し林道
を通行止めにする被害が発生した。崩壊地及び渓床には現在でも不安定土砂が堆積
していることから、今後の降雨等により山腹崩壊が拡大し土砂が流出し、下流域へ
被害を与える危険性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂の

流出を防止し、六合集落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 2基
山腹工 0.14ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ８０，９３４（千円）

総便益（Ｂ）
水源かん養便益 ２７，５４３（千円）

国土保全便益 ２９３，００１（千円）

計 ３２０，５４４（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９６

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが
高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土砂
が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、事業
の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で
検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められ
る。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各
観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的
機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １６０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（３年間）

事業実施地区名 井 洞（いぼら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （岐阜県） 岐阜森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県郡上市の北西に位置している。地質は、デイサイト溶結凝灰
岩、流紋岩、非溶結火砕岩からなる飛騨流紋岩に覆われ板状節理が発達しており、
細かく破砕されルーズな構造であり脆弱で荒廃が進んでいる。平成16年10月の台風
23号にともなう集中豪雨により、渓床に堆積していた不安定土砂と共に渓岸を侵食
しながら土石流が発生し下流域にまで達した。被害は発生しなかったものの渓床に
は不安定土砂の堆積が進んでおり、このまま放置すると、今後の集中豪雨等により
土砂流出により下流域へ被害を与える危険性が高まっている。
このため、渓岸荒廃の防止、山脚の固定及び不安定土砂の流出を防止し、上切集

落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 渓間工 4基
根固工 1箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ７４，６５９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ３３，５８４（千円）

災害防止便益 ４１５，４２１（千円）

計 ４４９，００５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６．０１

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪雨
等の際に渓岸荒廃の拡大や土石流の発生により下流に被害を与える恐れ
が高い。このため、渓間工により山脚の固定と不安定土砂の流出を防止
し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められ
る。

・有効性： 本事業を実施することにより、不安定土砂が安定し土砂の流出が抑制
され下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法で
検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認められ
る。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び各
観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公益的
機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認められる。



整理番号 １６１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（５年間）

事業実施地区名 フジ小屋（ふじごや） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県恵那市上矢作の恵那山南部、木曽川中流部の上矢作支流域の
阿岳本谷流域の上部に位置している。地質は風化の進んだ花崗岩類で構成され脆
弱で荒廃が進んでいる。平成12年9月の集中豪雨（恵南豪雨災害）では多数の山
腹崩壊が発生し、河川の氾濫、住家の流出、浸水などが発生する甚大な災害が発
生した。災害の規模が大きく下流部から順次復旧事業を進めてきているが、現在
でも崩壊地の拡大が続き、土砂が生産され、不安定土砂の堆積が進み今後の集中
豪雨等により土砂が流出し、下流域へ被害を与える危険性が高まっている。
このため、山腹崩壊地の拡大及び表面浸食による土砂の流出を防止し、荻原集

落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するも
のである。

主な事業内容 山腹工 1.39ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７８，０７３（千円）

総 便 益（Ｂ
水源かん養便益 ４７，８６９（千円）

災害防止便益 ５６４，０１２（千円）

計 ６１１，８８１（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．４４

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大等により下流に被害を与える恐れが高い。このため、山腹
崩壊地の復旧により下流域の保全を図るため実施するものであり必要
性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧し土砂の流出が抑制さ
れ下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（５年間）

事業実施地区名 船岩洞（ふないわぼら） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県恵那市上矢作の恵那山南部、木曽川中流部の上矢作支流域の
阿岳本谷流域の上部に位置している。地質は風化の進んだ花崗岩類で構成され脆
弱で荒廃が進んでいる。平成12年9月の集中豪雨（恵南豪雨災害）では多数の山
腹崩壊が発生し、河川の氾濫、住家の流出、浸水などが発生する甚大な災害が発
生した。災害の規模が大きく下流部から順次復旧事業を進めてきているが、現在
でも崩壊地の拡大が続き、土砂が生産され、不安定土砂の堆積が進み今後の集中
豪雨等により土砂が流出し、下流域へ被害を与える危険性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、萩原集落等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 5基
山腹工 0.67ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２３０，８８９（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ４９，００６（千円）

災害防止便益 １，２１４，０８９（千円）

計 １，２６３，０９５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ５．４７

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり自
然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に崩
壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。こ
のため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂の
流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性は
十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６３

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成27年度（10年間）

事業実施地区名 池ヶ谷（いけがたに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） 岐阜県 東濃森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、岐阜県中津川市神坂の湯舟沢川支流域の池ヶ谷川流域の中・上部に
位置し、下流域には中津川市の水道取水施設や東濃用水取水施設があり、東濃地
区と中部地域の生活用水、農業用水を供給するための重要な水源地域である。地
質は濃飛流紋岩類で構成され、破砕・風化の影響を受けて荒廃が進んでおり、取
入施設や貯水施設等に土砂が流入する等の被害があり、不安定土砂の堆積が進ん
でいることから、土砂流出による被害が懸念されている。
このため、不安定土砂の流出を防止するための治山施設を整備するとともに、

周辺森林の整備等を行い、良質な生活用水の確保と川並集落等下流域の保全及び
水源かん養機能等の保安林機能の増進を図ることを目的に本事業を実施するもの
である。

主な事業内容 森林整備 83ha
渓間工 7基
山腹工 4.02ha
資材運搬路 1,015ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６５６，４４８（千円）

総 便 益（Ｂ）
水源かん養便益 ８９０，１０７（千円）

環境保全便益 ２１５（千円）

災害防止便益 ２，３５７，６０７（千円）

計 ３，２４７，９２９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４．９５

評価結果 ・必要性： 重要な水源地域であり、渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、
放置すると今後の集中豪雨等の際に不安定土砂が流出し下流に被害を
与える恐れが高く、下流域の保全と森林の持つ水源かん養機能を高度
に発揮させるため、荒廃地の復旧整備及び森林の整備等を総合的に実
施するものであり、必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地の復旧や森林整備により、水
土保全機能の増進が図られ、下流域の水源確保に資することから、事
業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成20年度（3年間）

事業実施地区名 崩れ谷（くずれだに） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県豊田市東部に位置し、地形は急峻で、地質は白亜紀後期の花
崗岩で構成され風化が進み脆弱で、崩壊地の発生や渓岸浸食による不安定土砂が
堆積するなど荒廃が進んでいる。平成16年6月の台風６号にともなう集中豪雨に
より新生崩壊地が発生し、県道に土砂が流出し通行止めとなる被害が発生した。
現在でも渓床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨等により土砂が流
出し下流域へ被害を与える危険性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、県道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目的に
本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 1基
山腹工 0.20ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ３２，３０７（千円）

総便益（Ｂ）
水源かん養便益 ２，９５３（千円）

災害防止便益 ３９，７４２（千円）

計 ４２，６９５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．３２

評価結果 ・必要性： 花崗岩の風化したマサ土地帯で崩壊地が発生しやすい地域であり、
自然復旧が困難であることから、放置すると今後の集中豪雨等の際に
崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐れが高い。
このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と不安定土砂
の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するものであり必要性
は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度～平成22年度（5年間）

事業実施地区名 一の沢（いちのさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県北設楽郡設楽町西部に位置し、地形は急峻で、地質は領家変
成岩、片麻岩で構成され、節理が発達しており、表層剥離型の崩壊地が発生し、
渓床には不安定土砂及び転石の堆積が進んでいる。平成16年6月の台風６号にと
もなう集中豪雨により新生崩壊地が発生し、林道に土砂が流出し通行止めとなる
被害が発生した。現在でも渓床には不安定土砂が堆積しており、今後の集中豪雨
等により土砂が流出し下流域へ被害を与える危険性が高まっている。
このため、山腹工による崩壊地の復旧、渓間工による山脚の固定と不安定土砂

の流出を防止し、併用林道等下流域の保全及び保安林機能の増進を図ることを目
的に本事業を実施するものである。

主な事業内容 渓間工 1基
山腹工 0.31ha

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ６０，８７０（千円）

総便益（Ｂ）
水源かん養便益 ５，９７７（千円）

災害防止便益 ８３，４５８（千円）

計 ８９，４３５（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） １．４７

評価結果 ・必要性： 渓床に堆積する不安定土砂の状況等から、放置すると今後の集中豪
雨等の際に崩壊地の拡大や不安定土砂が流出し下流に被害を与える恐
れが高い。このため、山腹崩壊地の復旧と渓間工により山脚の固定と
不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全を図るため実施するもので
あり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、崩壊地が復旧するとともに不安定土
砂が安定し土砂の流出が抑制され下流域の保全が図られることから、
事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



整理番号 １６６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成18年度（1年間）

事業実施地区名 翁沢（おきなさわ） 事業実施主体 中部森林管理局
（都道府県名） （愛知県） 愛知森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、愛知県岡崎市東部に位置し、地域一帯は、本宮山県立自然公園に指
定され年間を通して入込み者が多い地区である。地形は急峻で、地質は片麻岩等
で構成され、集中豪雨等により渓岸浸食が進み一部不安定土砂が堆積している。
平成７年度から８年度に渓間工を施工しているが、平成16年6月の台風６号にと
もなう集中豪雨により渓岸浸食が発生し、林道に土砂が流出し通行止めとなる被
害が発生した。
このため、乱流による渓岸浸食の拡大等を防止するため、既設渓間工と一体と

なった流路工を設置し、林道等下流の保全及び保安林機能の増進を図るために本
事業を実施するものである。

主な事業内容 流路工 56.5ｍ

費用対効果分析 総費用（Ｃ） ９，６１５（千円）

総便益（Ｂ）
水源かん養便益 ８７８（千円）

災害防止便益 ３６，８３１（千円）

計 ３７，７０９（千円）

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３．９２

評価結果 ・必要性： 下流にはロッジ等の保全対象があり入り込み者も多く、放置すると
今後の集中豪雨等の際に渓岸浸食が拡大し土砂が流出し下流に被害を
与える恐れが高い。このため、流路工により渓岸浸食等を防止し、下
流域の保全を図るため実施するものであり必要性は十分認められる。

・有効性： 本事業を実施することにより、流路が安定し土砂の流出が抑制され
下流域の保全が図られることから、事業の有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地の状況に応じた適切な工種・工法
で検討されており、費用対効果分析の結果からも十分な効率性が認め
られる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、森林の持つ公
益的機能の増進と下流への土砂流出防止が効率的に計画されているものと認めら
れる。



別紙様式２
整理番号 １６７

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 事業実施主体 近畿中国森林管理局蛇谷
じゃだに

（都道府県名） （石川県） 石川森林管理署

事業の概要・目的 蛇谷地区は、石川県白山市の南東部に位置し、手取川水系上流部の蛇谷川に面
しており、急峻な地形を呈する山地である。

当地区は、平成１６年の集中豪雨により、山腹崩壊が発生して、崩壊土砂が白
山スーパー林道や民有林内にも流出し、渓流の荒廃が著しい状況にある。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、民有林と連携を図り効果的に事業を実施し、下流域のスーパー林道
等の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 ０．２３ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １００,８９８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３９,１６４千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １７７,１８２千円

計 ２１６,３４６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１４

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地の復旧と渓床等に堆積する不安定土砂の流下等を抑止し、
また下流域の保全等が図られることから当事業の実施が必要である。

･有効性: 民有林と国有林において一体的に事業を実施することにより、効果的
な事業が実施でき、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧、
渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上される
ことから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １６８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 事業実施主体 近畿中国森林管理局谷横川
たによこがわ

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 谷横川地区は、福井県池田町の足羽川の上流部、篭掛国有林に位置している。
当地区は、Ｈ１６年の「福井豪雨」により渓床荒廃等により発生した不安定土

砂が下流の集落へも流出し、現在も渓流に堆積している状況にある。
自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要

請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。
このため、渓間工を実施することにより、不安定土砂の移動を抑止し、下流域

の林道、集落の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施す
る。

渓間工 １基主な事業内容

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３５,５７７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５,８３０千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ５２,４５９千円

計 ６８,２８９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.９２

評価結果 ･必要性: 下流には林道等があり、渓床に堆積する不安定土砂を放置すれば今後
流下する恐れがあり、下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業
の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、渓床の安定が
図られること、水土保全機能が維持・向上の面からも有効性は認められ
る。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １６９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 日ノ谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ひ の た に

（都道府県名） （福井県） 福井森林管理署

事業の概要・目的 日ノ谷地区は、福井県大野市(旧 和泉村)の九頭竜ダム上流にある日ノ谷国有林
に位置している。

当地区は、Ｈ１４年の梅雨前線による集中豪雨等により渓流荒廃が発生し、そ
の堆積土砂が下流の九頭竜ダム湖に流入しようとしている状況にある。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、渓間工による山脚固定等、事業を集中的に行うことで、下流域のダ
ム施設の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ９基
山腹工 ０．３１ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ４９８,７０７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １６２,０２２千円

山地保全便益 ５８８,５１０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ７５０,５３２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.５０

評価結果 ･必要性: 下流には九頭竜ダムがあり、山腹、渓床には不安定土砂が堆積してお
り、放置すれば拡大崩壊や渓床荒廃が懸念される。また不安定土砂の九
頭竜ダム湖への流入を抑止し、下流域の保全等水土保全機能の発揮のた
め当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、林地や渓床の
安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認め
られる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７０

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 江竜 事業実施主体 近畿中国森林管理局
えりゅう

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 江竜地区は、三重県北牟婁郡紀北町の北西部、赤羽川水系の上流部に位置して
いる。

当地区は、平成１６年発生の台風２１号に伴う集中豪雨により多数の崩壊地が
発生し、渓床には不安定土砂が堆積しており、下流の林道等が被災を受けた。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、民有林と連携を図り、山腹崩壊地の復旧や、渓間工による山脚固定
による効果的な事業を実施し、下流域の集落等の保全並びに水土保全機能の維持
・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ２基
山腹工 １．７８ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５８,９４０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４４,７１７千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２３４,０１４千円

計 ２７８,７３１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.７５

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地の復旧と渓床等に堆積する不安定土砂の流下等を抑止し、
また下流域の保全等が図られることから当事業の実施が必要である。

･有効性: 民有林と国有林において一体的に事業を実施することにより、効果的
な事業が実施でき、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧、
渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上される
ことから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７１

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 清水谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
しみずだに

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 清水谷地区は、三重県熊野市の北西部、熊野川水系の上流部、大又川周辺に位
置している。

当地区は、平成１６年発生の台風２１号に伴う集中豪雨により、小規模な山腹
崩壊や渓岸浸食が発生した。国有林内の林道は原型をとどめず、渓床にはその際
発生した不安定土砂が堆積している状況にある。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、民有林と連携を図り、森林整備による林地保全や、渓間工による山
脚固定による効果的な事業を実施し、下流域の集落等の保全並びに水土保全機能
の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ５基
森林整備 １０．０ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １６０,７６１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６９,１６５千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２４７,１９４千円

計 ３１６,３５９千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.９７

評価結果 ･必要性: 森林整備促進と渓床等に堆積する不安定土砂の流下等を抑止し、また
下流域の保全等が図られることから当事業の実施が必要である。

･有効性: 民有林と国有林において一体的に事業を実施することにより、効果的
な事業が実施でき、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧、
渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上される
ことから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７２

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 妙婦谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
みょうぶだに

（都道府県名） （三重県） 三重森林管理署

事業の概要・目的 妙婦谷地区は、三重県紀北町中部の妙婦谷国有林に位置している。
当地区は、平成１６年発生の台風２１号に伴う集中豪雨により、山腹崩壊が発

生し、渓床にはその際発生した不安定土砂が堆積している状況にある。
自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要

請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。
このため、山腹崩壊地の拡大と渓間工による不安定土砂の移動を抑止し、林道

や下流域の県道等の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施
する。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 １．５０ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３３,５５５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８７,７８６千円

山地保全便益 １６２,３０４千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ２５０,０９０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.８７

評価結果 ･必要性: 林道を挟んで山腹崩壊が発生し、また渓床に堆積する不安定土砂の状
況から、放置すれば崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下
する恐れがあり、下流域の県道等の保全や水土保全機能の発揮のため当
事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７３

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２０年度（３年間）

事業実施地区名 西宮津 事業実施主体 近畿中国森林管理局
にしみやづ

（都道府県名） （京都府） 京都大阪森林管理事務所

事業の概要・目的 西宮津地区は京都府宮津市の中央部に位置しており、「天の橋立」で有名な宮
津湾に注ぐ大手川支流の上流部を対象としている。

当地区は平成１６年の台風２３号による集中豪雨により山腹崩壊、渓流浸食が
発生し、その下流にある国道、人家等へも土砂が流出し被害をもたらした。崩壊
地は岩盤が露出している箇所もあるが、上部の表層には雨裂が発生しており浸食
が進んでいる。また、渓流も浸食されており今後の降雨等により更に荒廃が進む
危険性がある。

このため、渓床に堆積している不安定土砂を渓間工を階段状に施工することで
山脚固定を図り、また山腹崩壊地の拡大を防止することで、下流域の保全並びに
水土保全機能の維持・向上を図るため、民有林と連携を図り事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 ８基
山腹工 ０．０６ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０５,５３１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １５,７３３千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １,８４９,５８７千円

計 １,８６５,３２０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １７.６８

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設など（
が多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果 ･必要性: 山脚固定や渓床等に堆積する不安定土砂の流下を抑止し、また下流域
の人家等の保全が図られることから当事業の実施が必要である。

･有効性: 民有林と国有林において一体的に事業を実施することにより、効果的
な事業が実施でき、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧、
渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上される
ことから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 高羅川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
たからかわ

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 高羅川地区は、千種川上流、三室国有林内に位置している。
当地区は、平成１６年の台風２３号により山腹崩壊、渓岸浸食が発生し、渓床

には不安定土砂が堆積している。また既設の渓間工は全てが満砂の状況にあり、
今後の降雨等による拡大崩壊や、堆積している土砂により下流域へ甚大な被害を
及ぼす恐れがある。

このため、渓間工や山腹工を実施し、山腹崩壊地の拡大及び渓床に堆積してい
る不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を
図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基
山腹工 ０．０８ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２８,８４６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６,８３９千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ５０,５３６千円

計 ５７,３７５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.９９

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば崩
壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、下流
域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 八幡谷川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はちまんたにがわ

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 八幡谷川地区は、三木市美嚢川の支流、三木山国有林内に位置している。
当地区は、平成１６年の台風２３号の影響により山腹崩壊が発生し、不安定土

石が堆積しているとともに、既設構造物も被害を受けた状況にあり、今後の降雨
等による拡大崩壊や、堆積している土砂により下流域へ甚大な被害を及ぼす恐れ
がある。

このため、山腹工を実施し保安林機能の増進を図り、山腹崩壊地の拡大と不安
定土砂の流出を防止することで、下流域の人家を保全するとともに、水土保全機
能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０１ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １７,３０８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７９６千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ３８,４７８千円

計 ３９,２７４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.２７

評価結果 ･必要性: 人家、県道にも隣接しており、このまま放置すれば、不安定土砂の流
出や、集中豪雨による拡大崩壊が懸念される恐れがあり、下流域の人家
の保全及び水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある人家県道等施設の維持はもとより、崩
壊地の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性
は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 有ヶ原 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ありがはら

（都道府県名） （兵庫県） 兵庫森林管理署

事業の概要・目的 有ヶ原地区は、揖保川上流、有ヶ原国有林内に位置している。
当地区は、平成１６年の台風２３号により既設山腹工を一部破壊する山腹崩壊

が発生し、不安定土砂が堆積している状況にある。今後の降雨等による拡大崩壊
や、堆積している土砂により下流域へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、不安定土砂の生産地である山腹崩壊地を復旧することにより、山腹
崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能
の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１３ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １１,５３８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２,１３１千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ２２,７３２千円

計 ２４,８６３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.１５

評価結果 ･必要性: 堆積する不安定土砂の状況から、このまま放置すれば集中豪雨等によ
り崩壊地の拡大等が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、
下流域の保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧
が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認められ
る。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 蓑谷川 事業実施主体 近畿中国森林管理局
みのたにかわ

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 蓑谷川地区は、和歌山県田辺市龍神村の日高川上流、笠塔山国有林内に位置し
ている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、渓岸には連続する形で浸食
面が発達しており、また、渓流荒廃が著しく、今後の降雨等で生産された土砂に
より下流域へ甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、渓間工による土砂流出の抑止並びに渓床の安定と山脚の固定を行な
うことで不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・
向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５,３８５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ８,８３５千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ４０,２１９千円

計 ４９,０５４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.１９

評価結果 ･必要性: 渓床に堆積する不安定土砂の状況から、豪雨等により渓岸浸食等の拡
大が懸念され、また不安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等
水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある人家等の維持はもとより、渓床の安定
が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認められ
る。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７８

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 公門谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
くもんだに

（都道府県名） （和歌山県） 和歌山森林管理署

事業の概要・目的 公門谷地区は、和歌山県田辺市の熊野川上流に位置する中辺路町及び本宮町の
地区を対象としている。

当地区は下流域の重要な水源地域となっているが、集中豪雨等により山腹崩壊
地や風倒木被害が国有林・民有林に点在し、また、流出した土砂等により渓流荒
廃が著しく、今後の降雨等で崩壊地の拡大に加え生産された土砂により下流域へ
甚大な被害を及ぼす恐れがある。

このため、民有林と連携を図り、森林整備による林地保全や、渓間工による山
脚固定等を実施し効果的な事業を進めることで、下流域の集落等の保全並びに水
土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ３基
山腹工 ２．８５ha
森林整備 ２７．００ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５４,５５５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ４０５,４１３千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １,６０７,３０２千円

計 ２,０１２,７１５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １３.０２

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果 ･必要性: 森林整備促進と渓床等に堆積する不安定土砂の流下等を抑止し、また
下流域の保全等が図られることから当事業の実施が必要である。

･有効性: 民有林と国有林において一体的に事業を実施することにより、効果的
な事業が実施でき、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧、
渓床に堆積する土砂の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上される
ことから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １７９

事 前 評 価 個 表

事業名 森林水環境総合整備（国有林） 事業計画期間 平成１８～２２年度（５年間）

事業実施地区名 東山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
とうせん

（都道府県名） （鳥取県） 鳥取森林管理署

事業の概要・目的 東山地区は千代川支流八東川の上流、東山国有林内に位置している。
当地区は、集中豪雨等により山腹崩壊が発生し、また崩壊地からの崩落土砂が

渓床に流出し、中流部では不安定土砂が二次浸食を受けている状況である。さら
に地区内の過密林分では下層植生が衰退しつつある。

下流域には、糸白見及び須澄集落の飲料水、農業用水等が取水されているな
ど、若桜町から鳥取市に至る重要な水源山地となっており、早急な対策が望まれ
ているところである。

このため、森林整備による林地保全と良質な水資源の確保や、渓間工、山腹工
の施行による、山腹崩壊地の拡大防止及び不安定土砂の流出防止を一体的に行う
ことにより、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実
施する。

主な事業内容 渓間工 ４基
山腹工 １．０２ha
森林整備 １５１．５２ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２００,９３０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６６５,６１８千円

山地保全便益 １６３,１４９千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ８２８,７６７千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４.１２

評価結果 ･必要性: 取水施設の上流部に位置する地区で、放置すれば豪雨等による崩壊地
の拡大や不安定土砂の流下する恐れがあるため、下流域の保全及び水土
保全機能の発揮のためにも当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８０

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１８年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 古谷 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ふ る や

（都道府県名） （岡山県） 岡山森林管理署

事業の概要・目的 古谷地区は岡山県新見市の高梁川上流、古谷国有林内に位置している。
当地区は、平成１６年の台風２３号等により、山腹崩壊が発生し作業道等が被

害を受け、林内には不安定土砂が堆積している状況にある。
自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要

請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。
このため、不安定土砂の移動を抑止し、下流域の林道等の保全並びに水土保全

機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．１０ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６,７３１千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ３,１０７千円

山地保全便益 ２９,５３５千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ３２,６４２千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ４.８５

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地にある不安定土砂の状況から、放置すれば豪雨等により不
安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等水土保全機能の発揮の
ため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 七ヶ所山９ 事業実施主体 近畿中国森林管理局
し ち か し ょ や ま

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 七ケ所山９地区は広島県北東部、江の川源流である七ヶ所山国有林内に位置し
ている。

当地区は平成１６年の台風２３号により、折損、倒木被害及び山腹崩壊が発生
した。被災箇所直下にはＪＲ木次線が走行しており、放置すれば今後の降雨等で
崩壊地の拡大に加え、風倒木や不安定土砂によりＪＲ木次線や下流域へ甚大な被
害を及ぼす恐れがある。

このため、山腹工を実施し不安定土砂等の移動を抑止することで、公共施設を
保全し、更に水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 １．９６ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２８,８４６千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １６,０４９千円

山地保全便益 ８７,７７７千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 １０３,８２６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ３.６０

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂等の状況から、放置すれば崩壊地の
拡大等が懸念され、また不安定土砂等が流下する恐れがあり、下流域の
保全等水土保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復旧
が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有効性は認められ
る。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８２

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 原 事業実施主体 近畿中国森林管理局
はら

（都道府県名） （広島県） 広島北部森林管理署

事業の概要・目的 原地区は、広島県神石郡の高梁川上流、御所ヶ谷国有林に位置している。
当地区は、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い地区

である。平成１７年の雪害等により折損被害や倒木等が発生し、新たな山腹崩壊
や土砂流出が懸念される状況にある。

このため、被害木の除去と植栽等により、植生の回復を図るとともに、不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため
事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ２．００ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２２,２８９千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 １３,６２８千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １３９,８９２千円

計 １５３,５２０千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ６.８９

評価結果 ･必要性: 下流には１級河川高梁川や県道等があり、林地被害の状況から、放置
すれば下流への土砂等が流下する恐れがあり、下流域の保全等水土保全
機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 笛木山765 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ふえきやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 笛木山７６５林班地区は、広島県福山市の芦田川上流、笛木山国有林内に位置して
いる。

当地区は、平成１６年の台風２３号により山腹崩壊が発生し、不安定土砂が堆
積している状況にある。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、山腹崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並
びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．３０ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３４,０７２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ２,２２０千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ６１,２０３千円

計 ６３,４２３千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.８６

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば崩
壊地の拡大及び不安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等水土
保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 仏通寺山1012 事業実施主体 近畿中国森林管理局
ぶっつうじやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 仏通寺山１０１２地区は広島県三原市の沼田川上流、仏通寺山国有林に位置し
ている。

当地区は、平成１６年の台風２３号により山腹崩壊が発生し、林道も被災を受
け、不安定土砂が堆積している状況にある。

自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要
請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。

このため、山腹崩壊地の拡大及び不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並
びに水土保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ０．０５ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ６,３３７千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７４８千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １７,４８７千円

計 １８,２３５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ２.８８

評価結果 ･必要性: 山腹崩壊地及び渓床に堆積する不安定土砂の状況から、放置すれば崩
壊地の拡大及び不安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等水土
保全機能の発揮のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８５

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１８年度（１年間）
（国有林）

事業実施地区名 川井谷山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
かわいだにやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 川井谷山地区は、広島県福山市の神谷川上流、川井谷山国有林及び猿ヶ城山国
有林に位置している。

当地区は、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い地区
である。平成１６年の台風等により風倒木被害が発生し、新たな山腹崩壊や土砂
流出が懸念される状況にある。

このため、被害木の除去と植栽等により、植生の回復を図るとともに、不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため
事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ２．４０ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １３,９４２千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９,８０７千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １２１,１１８千円

計 １３０,９２５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） ９.３９

評価結果 ･必要性: １級河川芦田川の上流域で林地被害の状況から、放置すれば下流への
土砂等が流下する恐れがあり、早期に緑化等を行い森林に復旧すること
で、下流域の保全等水土保全機能の発揮に繋がるため当事業の実施が必
要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８６

事 前 評 価 個 表

事業名 奥地保安林保全緊急対策 事業計画期間 平成１８～２０年度（３年間）
（国有林）

事業実施地区名 木頃山 事業実施主体 近畿中国森林管理局
こごろやま

（都道府県名） （広島県） 広島森林管理署

事業の概要・目的 木頃山地区は、広島県府中市の矢多田川上流、木頃山国有林に位置している。
当地区は、水源のかん養等公益的機能の発揮等に関する地域の要請が高い地区

である。平成１５年度の大雪、１６年度の台風等により立木の折損、風倒木被害
が発生し、山腹崩壊箇所の拡大や土砂流出が懸念される状況にある。

このため、被害木の除去と植栽等により、植生の回復を図るとともに、不安定
土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土保全機能の維持・向上を図るため
事業を実施する。

主な事業内容 山腹工 ８．７６ｈａ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ３８,３８８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５２,５９８千円

山地保全便益 ３９２,３１０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 ０千円

計 ４４４,９０８千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １１.５９

治山事業の実施により発揮される保全効果の区域内に、人家・公共施設な（
どが多く含まれること等から の値が高いものとなっている。）B/C

評価結果 ･必要性: １級河川芦田川の上流域で林地被害の状況から、放置すれば下流への
土砂等が流下する恐れがあり、早期に緑化等を行い森林に復旧すること
で、下流域の保全等水土保全機能の発揮に繋がるため当事業の実施が必
要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、水土保全機能
が維持・向上されることから有効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 浦石 事業実施主体 近畿中国森林管理局
うらいし

（都道府県名） （山口県） 山口森林管理事務所

事業の概要・目的 浦石地区は、山口県玖珂郡錦町宇佐川上流、容谷山国有林内に位置している。
当地区は、平成１７年の集中豪雨により風倒木被害や渓流崩壊が発生し多量の

立木･土砂が発生した状況である。
自然環境の維持・保全及び水源かん養等、公益的機能の発揮に関する地域の要

請が高いことから、早急な対策が望まれているところである。
このため、渓間工による不安定土砂の流出を防止し、下流域の保全並びに水土

保全機能の維持・向上を図るため事業を実施する。

主な事業内容 渓間工 １基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １２,５００千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ５,１３８千円

山地保全便益 ０千円

環境保全便益 ０千円

災害防止便益 １７,４８７千円

計 ２２,６２５千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） １.８１

評価結果 ･必要性: 不安定土砂の状況から、放置すれば崩壊地の拡大等が懸念され、また
不安定土砂が流下する恐れがあり、下流域の保全等水土保全機能の発揮
のため当事業の実施が必要である。

･有効性: 事業の実施により、下流にある施設の維持はもとより、崩壊地の復
旧、渓床の安定が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性は認められる。

･効率性: 費用対効果分析の結果から十分な効率性が認められる。

新規地区採択に当たっての審査項目（チェックリスト）、費用対効果分析及び
各観点からの評価を踏まえて総合的かつ客観的に検討したところ、復旧対策によ
り林地崩壊等の発生や下流域等への被害などの山地災害の防止効果について、効
率的に計画されているものと認められる。



別紙様式２
整理番号 １８８

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 末美谷山 事業実施主体 四国森林管理局
すえみだにやま

（都道府県名） （香川県） 香川森林管理事務所

事業の概要・目的 当地区は、香川県西部に位置し、地形が急峻で脆弱な地質構造となっており、
平成１６年の台風等豪雨では、山腹崩壊が発生し崩壊土砂が下流に流出するとと
もに、渓床には不安定土砂が多量に堆積した状態となっている。

このため、崩壊地等の復旧整備を民有林、国有林が連携して実施し、水土保全
機能の維持向上を図るものである。

主な事業内容 渓間工 ７基 （内民有林 ２基）
山腹工 0.50ＨＡ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） ２５２，３５８千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ７，０６２千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ６１４，２５９千円

計 ６２１，３２１千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.46

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地を放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるとともに、渓
床に堆積した不安定土砂が流出する危険性があることから、当事業を
実施するものである。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧や渓床に堆積する土砂の安定
が図られ、水土保全機能が維持向上されることから有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地発生土石や木材を利用する等、最
も効果的かつ効率的な工種、工法で検討されており、費用以上の効果
も期待できることから効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 １８９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 西平山 事業実施主体 四国森林管理局
にしひらやま

（都道府県名） （高知県） 四万十森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、高知県西部土佐清水市三崎川上流に位置し、平成１３年の秋雨豪雨
（高知県西南豪雨災害）により山腹崩壊、渓流荒廃が多発した箇所であり、現在
も崩壊土砂の流出や不安定土砂の堆積が見られる。

このため、崩壊地等の復旧整備を実施し、水土保全機能の維持向上を図るもの
である。

主な事業内容 渓間工 ６基
山腹工 0.09ＨＡ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １５０，９２５千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ６，８６７千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 ２２３，４９９千円

計 ２３０，３６６千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.53

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地を放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるとともに、渓
床に堆積した不安定土砂が流出する危険性があることから、当事業を
実施するものである。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧や渓床に堆積する土砂の安定
が図られ、水土保全機能が維持向上されることから有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地発生土石や木材を利用する等、最
も効果的かつ効率的な工種、工法で検討されており、費用以上の効果
も期待できることから効率性は認められる。



別紙様式２
整理番号 １９０

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山 （国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 大古味山 事業実施主体 四国森林管理局
お お こ み や ま

（都道府県名） （高知県） 四万十森林管理署

事業の概要・目的 当地区は、高知県西部四万十川上流に位置し、地形が急峻で脆弱な地質のため
小規模な山腹崩壊、渓流荒廃が発生していたが、平成１６年の台風災害等で山腹
崩壊、渓流荒廃が一気に進み崩壊土砂が下流へ流出するとともに、渓床には不安
定土砂が多量に堆積した状態となっている。

このため、崩壊地等の復旧整備を実施し、水土保全機能の維持向上を図るもの
である。

主な事業内容 渓間工 ４基
山腹工 0.07ＨＡ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） １０４，６９０千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 ９，６７６千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 １８８，１２８千円

計 １９７，８０４千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 1.89

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地を放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるとともに、渓
床に堆積した不安定土砂が流出する危険性があることから、当事業を
実施するものである。

・有効性： 当該事業の実施により、崩壊地の復旧や渓床に堆積する土砂の安定
が図られ、水土保全機能が維持向上されることから有効性は認められ
る。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地発生土石や木材を利用する等、最
も効果的かつ効率的な工種、工法で検討されており、費用以上の効果
も期待できることから効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 猪野 事業実施主体 九州森林管理局
い の

（都道府県名） （福岡県） 福岡森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福岡市北東部に位置する猪野川の上流に位置し、地形は全般に急
峻で地質は変成岩からなっており、風化が激しく土壌は砂質で浅いため非常に壊
れやすい性質を有している。

過去に施工された治山ダム等は、これまでの台風、集中豪雨等で満砂状況とな
っている。

このため、流域に堆積した不安定土砂の安定と山脚固定による渓岸浸食防止の
ため、早期に渓間工を施工し復旧を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 22,019 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 8,470 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 103,329 千円

計 111,799 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.08

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９２

事 前 評 価 個 表

事業名 （国有林） 事業計画期間 平成１8年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策

事業実施地区名 白糸 事業実施主体 九州森林管理局
しらいと

（都道府県名） （福岡県） 福岡森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、佐賀県境羽金山の北側斜面に位置し、地形は全般に急峻な上昇斜
面を呈しており、地質は深成岩の花崗岩を基岩とし、砂質の土壌は崩壊しやすい
状況にあるため、集中豪雨により奥地の森林では山腹崩壊が発生し多量の不安定
土砂が堆積している。

このため、今後の豪雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ
流下する恐れがあることから、早期に山腹工を施工し、崩壊地の復旧整備を実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.25 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,177 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 39,742 千円

計 43,919 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.05

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、放置す
れば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上の
ために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９３

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林整備（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２１年度（４年間）

事業実施地区名 さつき松原 事業実施主体 九州森林管理局
まつばら

（都道府県名） （福岡県） 福岡森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、福岡県宗像市の北方に位置し、玄界灘に注ぐ釣川河口に広がる東
西約5キロ、約140ヘクタールの松林である。

この松林は樹齢200年近いクロマツ等が約20万本群生しており、玄海国定公園
にも指定されており白砂青松と県森林浴百選にも選ばれ、市民の憩いの場となっ
ており、また防風保安林としても重要な役割を果たしてきた。

しかしながら、近年の台風、松くい虫の被害等により生育が著しく阻害される
などの状況にある。

このため、潮害防備機能を高め、健全な防災林を造成し、併せて森林レクリェ
ーションの場の提供等を目的に事業を実施するものである。

主な事業内容
森林整備 64 ha 植栽工 8 ha
防風柵 300 m 管理歩道 1,500 m

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 81,142 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 164,092 千円

山地保全便益 2,246 千円

環境保全便益 98,020 千円

災害防止便益 317,340 千円

計 581,698 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 7.17

評価結果 ・必要性： 当該地域は、潮害防備機能の発揮が強く求められる箇所であり、ま
た、市民の憩いの場として、保健休養機能の充実も必要であることか
ら森林整備事業等の実施が必要である。

・有効性： 防災機能の強化による地域保全と、当事業の実施により、保健休養
の場として人とのふれあいの場の提供が図られ、全ての人が享受でき
る安全でうるおいのある環境の保全・充実が図られることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 北河内 事業実施主体 九州森林管理局
きたかわち

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、大村市の北東多良山系の経ｹ岳、多良岳、五家原岳の北側に位置
し、昨年の集中豪雨により山腹崩壊が発生し、渓床内に多量の不安定土砂が堆積
している。

下流には上下水道等を目的とする萱瀬ﾀﾞﾑがあり、今後、渓床内に堆積した多
量の不安定土砂の降雨等による下流域への流出を防止するため、早期に渓間工を
施工し、渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,551 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 77,084 千円

計 81,635 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.66

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９５

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度（１年間）

事業実施地区名 大川原 事業実施主体 九州森林管理局
おおかわら

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、九州最西端五島列島の福江島西部に位置し、昨年の集中豪雨等に
より当渓流上流部で発生した山腹崩壊地からの不安定土砂が渓床内に多量に堆積
している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 19,231 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,955 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 30,994 千円

計 38,949 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.03

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９６

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１8年度（1年間）復旧治山（国有林）

事業実施地区名 淺藻 事業実施主体 九州森林管理局
あ ざ も

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、対馬下島の最南端に位置し、昨年の集中豪雨等により渓流浸食が
発生し、渓床内に多量の不安定土砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 18,269 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,225 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 54,039 千円

計 58,264 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.19

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９７

事 前 評 価 個 表

事業名 （国有林） 事業計画期間 平成１8年度（1年間）奥地保安林保全緊急対策

事業実施地区名 深江 事業実施主体 九州森林管理局
ふ か え

（都道府県名） （長崎県） 長崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、長崎県深江町の深江川上流に位置し、西には国見岳、妙見岳が連
ねている。

近年の台風、集中豪雨等により山腹崩壊が発生、崩壊した不安定土砂が山腹面
に多量に堆積している。

このため、今後の豪雨等により山腹崩壊地が拡大し、不安定土砂が下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に山腹工を施工し、崩壊地の復旧整備を実施し
て保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.05 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 13,462 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 5,399 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 59,363 千円

計 64,762 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.81

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、放置す
れば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上の
ために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度（１年間）

事業実施地区名 吉原 事業実施主体 九州森林管理局
よしはら

（都道府県名） （熊本県） 熊本森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、熊本県山鹿市の東部に位置し、平成１６年の台風による集中豪雨
により山腹崩壊が発生した。

崩壊地には多量の土砂と倒木が堆積しており、今後の豪雨により下流へ流出し
被害を与える恐れがある。

また、崩壊地に一部露出している露岩面は風化が進行しており、斜面の不安定
化や、崩壊地側面部へ拡大崩壊する恐れもある。

このため、早急に山腹工を施工し、崩壊土砂等の流出防止及び崩壊斜面の安定
による保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0．14 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 11,538 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,277 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 43,525 千円

計 44,802 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.88

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、放置す
れば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維持・向
上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 １９９

事 前 評 価 個 表

事業名 限界状態設計法等実証（国有林） 事業計画期間 平成１8年度（1年間）

事業実施地区名 大官山 事業実施主体 九州森林管理局
だいかんざん

（都道府県名） （熊本県） 熊本森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、熊本県山都町の東部（旧清和村）の緑川上流に位置し、平成16年
の台風による集中豪雨で、上流に山腹崩壊が発生し、その流出した土砂が下流保
全対象の林道等に被害を与え、渓床にはまだ多量の不安定土砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

あわせて本事業は、工事コスト等の縮減等を検証し、新たな設計手法の普及に
資することを目的として実施するものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 15,385 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 1,340 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 69,492 千円

計 70,832 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.60

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業により、山脚の固定及び渓床に堆積する土砂の安定が図られ
ると同時に、治山工作物の限界状態設計法等の現場工事におけるコス
ト縮減等が検証され、技術基準、標準歩掛等の検討及び治山技術の向
上が図られることから有効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２００

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度～平成２1年度（４年間）

事業実施地区名 源太園 事業実施主体 九州森林管理局
げんたえん

（都道府県名） （熊本県） 熊本森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、熊本県小国町の東部、湧蓋山を山頂とした汐井川、北里川等の一
級河川上流に位置する。

昨年の集中豪雨により、国有林・民有林に広範囲にわたり多数の山腹崩壊、渓
流荒廃が発生し下流域に多大な被害を発生させた。

このことから、平成１８年度から新たな事業として、国有林・民有林が連携し
て事業を実施し、渓間工等により荒廃地の復旧を早期に、効果的に実施するもの
である。

主な事業内容（国有林計画）
渓間工 ９ 基
山腹工 0.22 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 731,202 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 99,039 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 3,785,356 千円

計 3,884,395 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.31

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度（1年間）

事業実施地区名 蓑谷 事業実施主体 九州森林管理局
みのだに

（都道府県名） （熊本県） 熊本南部森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、宮崎県境牧良山の南西部、蓑谷川上流に位置し、地形は急峻で地
質は砂岩、頁岩等からなり基岩の風化が激しく、集中豪雨等による山腹崩壊や渓
流荒廃が多数発生し、下流保全対象に多大な被害を与え、現在も多量の不安定土
砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 21,635 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 6,185 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 45,279 千円

計 51,464 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.38

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０２

事 前 評 価 個 表

事業名 特定流域総合治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 湧出山 事業実施主体 九州森林管理局
わいたさん

（都道府県名） （大分県） 大分西部森林管理署

事業の概要・目的 当該地区は、大分県九重町の南西部、小国町の北東部にあり、湧蓋山を山頂と
した町田川、玖珠川の一級河川上流に位置する。
昨年の集中豪雨により、国有林・民有林に広範囲にわたり多数の山腹崩壊、渓流
荒廃が発生し下流域に多大な被害を発生させた。
このことから、平成１８年度から新たな事業として、国有林・民有林が連携して
事業を実施し、渓間工等により荒廃地の復旧を早期に、効果的に実施するもので
ある。

主な事業内容（国有林計画）
渓間工 15 基
山腹工 0.23 ha

費用対効果分析 総 費 用（C ） 948,830 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 176,862 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 5,690,936 千円

計 5,867,798 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.18

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１8年度（１年間）

事業実施地区名 夏木 事業実施主体 九州森林管理局
な つ き

（都道府県名） （大分県） 大分森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県境夏木山の東部に位置し、桑原川上流の渓流である。地形
は極めて急峻で地質は砂岩、粘板岩、安山岩等からなっている。

現在、集中豪雨等により当渓流上流域で発生した山腹崩壊地からの不安定土砂
が渓床内に多量に堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 7,882 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 23,845 千円

計 31,727 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.20

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 向 山 事業実施主体 九州森林管理局
むこうやま

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎北部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県椎葉村の西部、耳川上流域に位置する。
地形は、標高１０００ｍを越える高峯が散在し、起伏が険しい山岳地形を呈し

ているが、山頂部は平坦に近い山頂緩斜面を呈している。
平成１７年の台風１４号の襲来で林内には多数の山腹崩壊地が発生し、不安定

土砂が渓床内に多量に堆積した。また、過去に施工された治山ダム等は、これま
での集中豪雨等で満砂状況となっている。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 15,385 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,974 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 75,301 千円

計 80,275 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.22

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０５

事 前 評 価 個 表

事業名 生活環境保全林（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２１年度（４年間）

事業実施地区名 延岡 事業実施主体 九州森林管理局
のべおか

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎北部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県延岡市の日向灘に隣接する沿線に位置し、風光明媚な海岸
林一体は、日豊海岸国定公園に指定され、白砂青松の美しい箇所として地域の人
々から保健休養の場として活用され親しまれている。

林帯を形成している植生状況は、近年の相次ぐ台風等の襲来による沿岸部の林
帯の決壊や潮害等により保安林機能が著しく低下している。

このようなことから、保安林機能の維持増進と保健休養機能の向上のため植栽
工及び管理歩道等を整備し、治山効果と保健機能の効果を兼ね備えた保安林の整
備を図るものである。

主な事業内容
・木製防風柵工 １，０００ ｍ ・森林整備 ９０ ha
・歩道修理 ３，０００ ｍ ・防護柵 ５００ ｍ

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 81,957 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 359,282 千円

山地保全便益 3,259 千円

環境保全便益 36,758 千円

災害防止便益 千円

計 399,299 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.87

評価結果 ・必要性： 当事業箇所は、宮崎県延岡市の市街地と隣接しており、地域住民の
保健・休養・スポーツ等の自然休養林として多くの人々に活用されて
おり保安林機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 地域住民を含む多くの人々に保健休養の場として活用されており、
保安林機能の維持増進と保健休養機能の向上が図られることから有効

性 は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 上折登 事業実施主体 九州森林管理局
かみおりと

（都道府県名） （宮崎県） 西都児湯森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県西都市の北西部にある国見山の南東側に位置し、地形は全
般に急峻で急斜面が多く、起伏も多い地形となっている。

近年の台風の襲来等により、奥地には多数の山腹崩壊地が発生しており、渓床
内には多量の不安定土砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 32,429 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 37,834 千円

計 70,263 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.87

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０７

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１８年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 松原 事業実施主体 九州森林管理局
まつばら

（都道府県名） （宮崎県） 西都児湯森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県西都市の北西部にある国見山の東側に位置し、下流域には
一ツ瀬ダムがある。地質の大部分は第３紀から古生代にかけての四万十層群が広
く分布しており、脆弱である。

近年の台風の襲来等で奥地の林地内では、多数の山腹崩壊地が発生しており、
不安定土砂が多量に堆積している。

また、未整備箇所の過密化した林分の一部表土には、降雨等による表土流出が
見られ、森林の公益的機能の低下から、今後の降雨等で崩壊地の拡大と崩壊土砂
等の流出の恐れがある。

このため、人力施工による森林整備と併せて現地に発生する材料等を有効活用
した効率的な山腹工を実施し、保安林の公益的機能の充実を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.05 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 11,538 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,845 千円

山地保全便益 22,371 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 25,216 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.19

評価結果 ・必要性： 過密化した林分の状況から森林の荒廃が著しく進行しており、この
まま放置すれば崩壊地の発生と既存の崩壊地の拡大が懸念されること
から、水土保全機能の維持・向上のために当事業の実施が必要である

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地発生材の利用等、効果的かつ効率
的な工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できること
から効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２０８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 上堂屋敷 事業実施主体 九州森林管理局
かみどうやしき

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県須木村を流れる本庄川の上流域に位置し、地形は、谷間で
は急峻な斜面を呈しているが、山頂部は緩斜面が多い。地質は中生代後期の四万
十層群からなっている。

平成１７年の台風１４号の襲来により、山間奥地の林地で山腹崩壊地が発生し
現地内には多量の不安定土砂が堆積している。

このため、今後の豪雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ
流下する恐れがあることから、早期に山腹工を施工し、崩壊地の復旧整備を実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.30 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 24,038 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 10,125 千円

山地保全便益 79,835 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 89,960 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.74

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、放置す
れば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・向上の
ために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
番号 ２０９

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１８年度（１年間）復旧治山（国有林）

事業実施地区名 本田野 事業実施主体 九州森林管理局
ほ ん た の

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県宮崎市東部の田野地区に位置する。
平成１７年の台風１４号の襲来により、田野地区の鰐塚山系周辺では、未曾有

の山腹崩壊地と地すべりが発生し、多量の不安定土砂が渓床内に堆積している。
このため、今後の豪雨等により山腹崩壊地が拡大して、不安定土砂が下流域へ

流下する恐れがあることから、早期に山腹工を施工し、崩壊地の復旧整備を実施
して保安林機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.90 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 83,654 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 11,337 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 176,149 千円

計 187,486 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.24

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１０

事 前 評 価 個 表

事業名 水源流域広域保全（国有林） 事業計画期間 平成１８年度～平成２２年度（５年間）

事業実施地区名 柚園 事業実施主体 九州森林管理局
ゆ ぞ の

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県中央部を流れる大淀川支流の綾北川上流域に位置し、多目
的ダムとして建設された綾北ダムもあり、下流地域の水源地として、古くから森
林造成等が推進されてきた地域である。

また、近年の台風等の襲来等により奥地の林内では、山腹崩壊地が発生
し不安定土砂等の流出による林地荒廃等と森林被害が進行しており、水源かん養
機能等の保安林機能の低下が著しくなっているために保安林機能の維持・向上が
急務となっている。

このため、山腹崩壊地及び不安定土砂が堆積している渓流域の整備と森林整備
等を総合的に実施して、水土保全機能の維持・向上を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基 山腹工 1.20 ha
森林整備 610 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 169,156 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 607,833 千円

山地保全便益 475,508 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 千円

計 1,083,341 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 6.40

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１１

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 作鹿倉 事業実施主体 九州森林管理局
さ か く ら

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎森林管理署 都城支署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県えびの市の川内川流域の長江・池島川支流白鳥川の源流に
位置し、地形は韓国岳、甑岳、白鳥山の中腹以上の急斜面を除けば、穏やかな裾
野状である。地質は第四紀の火山砕屑物・安山岩で古い溶岩流の上にスコリア質
の火山噴出物が堆積している

平成１７年の台風１４号により、奥山の林地内で山腹崩壊が発生し、渓床内に
は多量の不安定土砂が流出している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 20,192 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 5,822 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 87,452 千円

計 93,274 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.62

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１２

事 前 評 価 個 表

事業名 海岸防災林造成（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 丸山 事業実施主体 九州森林管理局
まるやま

（都道府県名） （宮崎県） 宮崎南部森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、宮崎県南東部の日南市に流れる広渡川の下流域に位置し、日向灘
沿線に隣接する海岸防災林造成地域である。

近年の台風の襲来等により、潮害防備保安林の沿岸部が浸食され、林帯の決壊
による被害が進行しており、背後にある国道、人家等の保全対象等に被害を及ぼ
す恐れがある。

このため、浸食が著しい海岸部に護岸工を設けて、波浪等による被害から林帯
の決壊を防ぎ、保安林機能の維持・造成を図るものである。

主な事業内容

護岸工 １ 箇所

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 30,288 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 108,603 千円

計 108,603 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 3.59

評価結果 ・必要性： 従来からの台風等の襲来により、沿岸部の浸食が著しく進行したた
め、このまま放置しておくと保安林機能の消滅が懸念されることから
当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、高波、波浪等の被害から保安林の林帯の決壊
を防ぎ、保安林の公益的機能の維持・向上が図られることから有効性
は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１３

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 花瀬 事業実施主体 九州森林管理局
は な ぜ

（都道府県名） （鹿児島県） 大隅森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県錦江町南東部の肝属山地に位置し、地形は急傾斜地が多
く起伏も激しい地形となっており、地質は全般に風化が進んでいる花崗岩質が多
い。

平成１７年の台風１４号の襲来により、奥地の林地内で崩壊地が発生し不安定
土砂が渓床内に多量に堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 15,769 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,553 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 39,742 千円

計 42,295 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.68

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されることから、水土保全機能の維
持・向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１４

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 中ノ屋敷 事業実施主体 九州森林管理局
な か の や し き

（都道府県名） （鹿児島県） 北薩森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県薩摩半島の北西部の出水郡高尾野町に流れる高尾野川の
上流域に位置し、下流域には高尾野ダム、国道５０４号線がある。

平成１７年の台風１４号の襲来で林内には多数の林地崩壊地が発生し、不安定
土砂が渓床内に多量に堆積した。また、過去に施工された治山ダム等は、これま
での集中豪雨等で満砂状況となっている。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 17,692 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 21,695 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 58,214 千円

計 79,909 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.52

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１５

事 前 評 価 個 表

事業名 事業計画期間 平成１８年度（１年間）奥地保安林保全緊急対策（国有林）

事業実施地区名 柊野 事業実施主体 九州森林管理局
く き の

（都道府県名） （鹿児島県） 北薩森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、さつま町の川内川上流域に位置し、地質は、四万十層群が広く分
布しており、脆弱な地域となっている。

近年の台風の襲来等で奥地の林地内では、多数の山腹崩壊地が発生しており、
不安定土砂が多量に堆積している。

また、未整備箇所の過密化した林分の一部表土には、降雨等による表土流出が
見られ、森林の公益的機能の低下から、今後の降雨等で崩壊地の拡大と崩壊土砂
等の流出の恐れがある。

このため、人力施工による森林整備と併せて現地に発生する材料等を有効活用
した効率的な山腹工を実施し、保安林の公益的機能の充実を図るものである。

主な事業内容
山腹工 0.13 ha

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 14,423 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 24,322 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 57,484 千円

計 81,806 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 5.67

評価結果 ・必要性： 過密化した林分の状況から森林の荒廃が著しく進行しており、この
まま放置すれば崩壊地の発生と既存の崩壊地の拡大が懸念されること
から、水土保全機能の維持･向上のために当事業の実施が必要である｡

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、不安定土砂の発生防止及び荒
廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることから有
効性が認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地発生材の利用等により、効果的か
つ効率的な工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待でき
ることから効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１６

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 栗川 事業実施主体 九州森林管理局
くりかわ

（都道府県名） （鹿児島県） 鹿児島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、鹿児島県霧島市の北部(旧牧園町）に位置し、地質は安山岩を基
岩として風化の激しい火山灰や火山礫で覆われており脆弱で浸食されやすい地質
となっている。

平成１７年の台風１４号の襲来で林内には多数の崩壊地が発生し、不安定土砂
が渓床内に多量に堆積した。また、過去に施工された治山ダム等は、これまでの
集中豪雨等で満砂状況となっている。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 15,385 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 4,839 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 39,516 千円

計 44,355 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.88

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１７

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 上宮之浦川 事業実施主体 九州森林管理局
かみみやのうらがわ

（都道府県名） （鹿児島県） 屋久島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、屋久島中央部の宮之浦岳の下流域に位置し、地形は全般に急峻で
下降斜面の急傾斜地が多く、また起伏も激しい地形となっている。

近年の台風等の襲来により、奥地で山腹崩壊地が発生し、流域内には多量の不
安定土砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 19,231 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 15,731 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 23,845 千円

計 39,576 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.06

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１８

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 中宮之浦川 事業実施主体 九州森林管理局
なかみやのうらがわ

（都道府県名） （鹿児島県） 屋久島森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、屋久島中央部の宮之浦岳の下流域に位置し、地形は全般に急峻で
下降斜面の急傾斜地が多く、また起伏も激しい地形となっている。

近年の台風等の襲来により、奥地で山腹崩壊地が発生し、流域内には多量の不
安定土砂が堆積している。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 29,808 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 29,422 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 31,794 千円

計 61,216 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 2.05

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。



別紙２
整理番号 ２１９

事 前 評 価 個 表

事業名 復旧治山（国有林） 事業計画期間 平成１８年度（１年間）

事業実施地区名 美田良 事業実施主体 九州森林管理局
み た ら

（都道府県名） （沖縄県） 沖縄森林管理署

事業の概要・目的 当該箇所は、沖縄県竹富町西表島の美田良川上流に位置し、下流域には､道路､
田畑等の保全対象が近接している。

地質は、第３紀に属し砂岩や頁岩の互層に薄い炭層を挟んだ八重山狭炭層が広
く分布しており脆弱な地質となっている。

平成１７年の台風１４号の襲来で林内には多数の林地崩壊地が発生し、不安定
土砂が渓床内に多量に堆積した。また、過去に施工された治山ダム等は、これま
での集中豪雨等で満砂状況となっている。

このため、渓床内に堆積した多量の不安定土砂が、今後の降雨等で下流域へ流
下する恐れがあることから、早期に渓間工を施工し、山脚を固定するとともに不
安定土砂の流出を防止して渓流域の安定を図るものである。

主な事業内容
渓間工 １ 基

費用対効果分析 総 費 用（Ｃ） 10,385 千円

総 便 益（Ｂ） 水源かん養便益 2,979 千円

山地保全便益 千円

環境保全便益 千円

災害防止便益 38,566 千円

計 41,545 千円

分析結果（Ｂ／Ｃ） 4.00

評価結果 ・必要性： 山腹崩壊地、渓床に堆積する不安定土砂及び森林の荒廃状況から、
放置すれば崩壊地の拡大等が懸念されるため、水土保全機能の維持・
向上のために当事業の実施が必要である。

・有効性： 当事業の実施により、崩壊地の復旧、渓床に堆積する土砂の安定及
び荒廃森林の復旧が図られ、水土保全機能が維持・向上されることか
ら有効性は認められる。

・効率性： 対策工の計画に当たっては、現地に応じた最も効果的かつ効率的な
工種・工法で検討されており、費用以上の効果が期待できることから
効率性は認められる。
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